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Ⅰ 職業訓練の認定 
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1 認定職業訓練とは（法１３条・２４条１項） 

事業主又は事業主の団体等（以下「事業主等」といいます。）が、そこで雇用している労働

者に対して必要な技能及びこれに関する知識を習得させ、または向上させるために行う職業訓

練のうち、職業能力開発促進法（以下「法」といいます。）に定める基準に適合しているもの

である訓練について、知事に申請をし、認定を受けた職業訓練を認定職業訓練といいます。 

この制度は、職業訓練の質的水準を確保し、その社会的評価を確立することと、各種の援

助、助成を行い企業の職業訓練を支援して、労働者の育成とその職業生活の安定及び社会的経

済的地位の向上を図ることを目的としています。 

 

 

 

 

 

                       

 

 

  

職

業

訓

練 

基準に基づく 

職 業 訓 練

国・都道府県及び市町村の行う職業訓練 

（公共職業訓練） 

事業主等が、そこで雇用し 

ている労働者に対して行う 

職業訓練 

認 定 職 業 訓 練 

その他の職業訓練 
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2 認定職業訓練の種類（規則９条） 

職業能力開発促進法施行規則（以下「規則」といいます。）による認定職業訓練の種類は以

下のとおりです。 

（1） 職業訓練 

1. 普通職業訓練 

① 普通課程（規則第 10 条 別表第２） 

② 短期課程 

ア. 管理監督者コース（規則第 11 条 別表第３） 

イ. 一級技能士コース（規則第 11 条 別表第５の１） 

ウ. 二級技能士コース（規則第 11 条 別表第５の２） 

エ. 単一等級技能士コース（規則第 11 条 別表第５の３） 

オ. 別表第４に定める訓練（規則第 11 条 別表第４） 

カ. ア～オに当てはまらない課程（規則第 11 条） 

2. 高度職業訓練 

① 専門課程（規則第 12 条 別表第６） 

② 専門短期課程（規則第 13 条） 

③ 応用課程（規則第 14 条 別表第７） 

④ 応用短期課程（規則第 15 条） 

（2） 指導員訓練 

1.  指導員養成訓練 

① 長期養成課程（規則第 36 条の６ 別表第８） 

② 短期養成課程（規則第 36 条の６の２ 別表第 11） 

③ 職種転換課程（規則第 36 条の７ 別表第９） 

④ 高度養成課程（規則第 36 条の９） 

2. 指導員向上訓練  

① 研修課程（規則第 36 条の 10 別表第 10）  
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3 認定の対象となる職業訓練の要件・基準 

認定の対象となる職業訓練は、下記①～⑤のような実施主体となる事業主等が、そこで雇用

する労働者に対して行う職業訓練であって、法に定める基準に適合しているものです。今後訓

練を予定しているものに対して認定するものではなく既に行っている職業訓練が認定の対象で

す。 

（1） 実施主体の種類（法１３条） 

① 事業主 （単独職業訓練） 

② 事業主の団体又はその連合団体 （共同職業訓練） 

③ 一般社団法人又は一般財団法人 （単独・共同職業訓練） 

④ 法人である労働組合 （単独・共同職業訓練） 

⑤ その他営利を目的としない法人（注） （単独・共同職業訓練） 

（注）職業訓練法人、中央職業能力開発協会、都道府県職業能力開発協会、特定非営

利活動法人、各種の協同組合等 

 

（2） 職業訓練を実施する能力 

職業訓練を的確に実施する能力を有すると認められることが必要です。その判断基準

は、下記のとおりです。 

① 実施体制や訓練経費の確保等から判断して、職業訓練を永続して実施できること。 

② 職業訓練法人以外の団体の場合は、定款等にその業務又は事業の１つとして職業訓練

について明確な定めがあるほか、職業訓練に要する年間経費の主たる収入源等から勘

案して職業訓練について永続性があると認められること。特に法人格がない団体につ

いては当該団体が職業訓練を遂行し得る能力を現実に有すること。 

③ 訓練生数は、１事業主が単独で行う場合は３人以上、共同で行う場合は１訓練科につ

単独職業訓練 

一事業主が単独で行うもの 

【訓練生はその事業主が雇用する労働者】 

認定職業訓練 

二以上の事業主が共同で行うか 

協同組合等の団体が行うもの 

【訓練生は構成員である 

各事業主が雇用する労働者】 

共同職業訓練 



5 

 

き３人以上であること。ただし、初年度の訓練生数は 10 人程度以上が望ましいとさ

れています。 

④ 労働基準法第 70 条（職業訓練に関する特例）に基づく特例措置に関して労働局の許

可を受ける必要がある場合は、その許可を受けなければなりません。 

⑤ その他、東京都が定める職業訓練認定事務取扱要領の要件を満たす必要があります。 
 

 

（3） 訓練基準 

① 認定職業訓練の訓練生（対象者） 

ア. 単独職業訓練の場合 

当該事業主が雇用している労働者 

イ. 共同職業訓練の場合 

当該共同団体を構成する各事業主が雇用している労働者（構成員の従業員） 

② 認定職業訓練の種類  （訓練の基準 法１９条、規則９条～１５条） 

職業訓練の種類は、習得させようとする技能及び知識の「程度」と「期間」に基づき

分けられており、法に定める基準に適合していることが必要です。 

普通職業訓練と高等職業訓練の概要を次頁に示します。 

 

■（職業訓練認定事務取扱要領 一部抜粋） 

1. 認定職業訓練の実施について明確な根拠があること。 

2. 訓練実施組織及び責任体制が明確であること。 

3. 任意団体にあっては将来法人格を有することが期待できること。 

4. 訓練生が確保できること。 

5. 訓練所要経費が確保されていること。 

6. 職業能力開発促進法施行規則に規定する訓練基準に適合していること。 

7. 訓練実施方法が適切であること。 

8. 訓練生の処遇・勤務条件が不利にならないこと。 

9. 訓練関係事務の処理体制が整備されていること。 

10. 安全管理等に関する措置が図られていること。 

11. 過去に実施している職業訓練の実施状況が良好であること。 

12. 施設名が適切であること。 
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訓練の 

種類・課程 

厚生労働省令で定める訓練基準 

訓練の対象者 
訓練内容 期間・時間 訓練生数 試 験 通信制 

職業能力開発促進法 

施行規則 

普 

通 

職 

業 

訓 

練 

普通 

課程 

将来多様な技能・知識を有す

る労働者となるために必要な

基礎的な技能・知識を習得さ

せるための長期間の訓練 

原則１年 

（中卒者は２年） 

１年につき 

1,400 時間以上 

50 人以下 

学科試験・実技

試験とし１年以

内に１回実施 

学科のみ。添削

指 導 及 び 面 接

指導の実施 

第 10 条 

別表第２ 

高卒者又は中卒者の在職労

働者等 

短期 

課程 

職業に必要な技能（高度の技

能を除く）・知識を習得させる

ための短期間の訓練 

原則６か月以下 

12 時間以上 
  

学科のみ。添削

指 導 及 び 面 接

指導の実施 

第 11 条 

別表第３～５ 
在職労働者等 

高 

度 

職 

業 

訓 

練 

専門 

課程 

将来職業に必要な高度の技

能・知識を有する労働者とな

るために必要な基礎的な技

能・知識を習得させるための

長期間の訓練 

原則２年 

2,800 時間以上 
40 人以下 

学科試験・実技

試験とし１年以

内に１回実施 

 
第 12 条 

別表第６ 
高卒者の在職労働者等 

専門 

短期課程 

職業に必要な高度の技能・知

識を習得させるため短期間の

訓練 

原則６か月以下 

12 時間以上 
  

学科のみ。添削

指 導 及 び 面 接

指導の実施 

第 13 条 
高度の技能・知識の習得を目

的としている在職労働者等 

応用 

課程 

将来職業に必要な高度で専門

的かつ応用的な技能・知識を

有する労働者となるために必

要な基礎的な技能・知識を習

得させるための長期間の訓練 

原則２年 

2,800 時間以上 
40 人以下 

学科試験・実技

試験とし１年以

内に１回実施 

 
第 14 条 

別表第７ 

専門課程の高度職業訓練を

修了した者等 

応用 

短期課程 

職業に必要な高度で専門的か

つ応用的な技能・知識を習得

させるための短期間の訓練 

１年以下 

60 時間以上 
   第 15 条 

高度で専門的かつ応用的な

技能・知識の習得を目的とし

ている在職労働者等 
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③ 訓練を行うための施設・設備（法１７条・２５条） 

教科の科目に応じ当該科目の訓練を適切に行うことができると認められるものである

こと。ただし、科目により法に定めがある科目がありますのでご注意ください。ま

た、職業訓練施設として、「職業能力開発校」「職業能力開発短期大学校」「職業能力

開発促進センター」という名称を用いるにあたり、知事に申請し承認を受けることが

必要とされています。 
 

 

④ 職業訓練指導員・講師（法１９条、規則１０条・１１条・１２条・１４条） 

普通課程及び短期課程の一部の課程（規則第 11 条別表第４の科目）については、職

業訓練指導員免許を有する者が担当する必要があります。ただし、専門課程及び応用

課程については、別の要件が定められています。 

また、短期課程（管理監督者コース）のうち法施行規則別表第３により行われるもの

については、監督者訓練員等特別の訓練を受けた職業訓練指導員が担当する必要があ

ります。 

職業訓練指導員は、訓練生の数、訓練の実施に伴う危険の程度及び指導の難易に応じ

た適切な数の配置が必要です。 

一般に実技については、訓練生１０人につき１人以上の指導員・講師が担当するよう

にしてください。 

普通課程の場合、３０人までの訓練生を１単位として行う場合指導員３人、これを超

える場合４人が標準とされています。 

⑤ 訓練期間・訓練時間（規則１０条・１１条） 

ア. 普通課程 

総訓練時間は、１年につき原則１，４００時間以上必要です。 

なお、訓練の実施体制等によって訓練期間を延長する場合の最長の訓練期間は

次のとおりです。 

■「職業能力開発校」名称使用の要件 

 教室のほか、当該認定職業訓練の必要に応じた実習場を備えていること。    

 教室の面積は、同時に訓練を行う訓練生１人当たり１．６５平方メートル以上

であること。ただし、訓練生の数の増加に応じて職業訓練上支障のない限度に

おいて減らすことができます。 

 建物の配置及び構造は、訓練を実施する上で適切なものであること。 

 教科、訓練生の数等に応じて必要な教材図書その他の設備を備えていること。 
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法施行規則別表２ 

に定める訓練期間 

及び訓練時間 

高等学校卒業者等を 

対象とする場合の延 

長後の最長の訓練期 

間及び訓練時間（夜 

間訓練等の場合） 

中学校卒業者等を 

対象とする場合の 

訓練期間及び訓練 

時間 

中学校卒業者等を 

対象とする場合の 

延長後の最長の訓 

練期間及び訓練時 

間（夜間訓練等の 

場合） 

 １年  1,400 時間  ２年  1,400 時間  ２年  2,800 時間  ４年  2,800 時間 

 ２年  2,800 時間  ３年  2,800 時間  ３年  4,200 時間  ４年  4,200 時間 

 

イ. 短期課程 

    ○ 訓練期間（各コースにつき訓練期間は６か月以下） 

 訓練の対象となる技能及びこれに関する知識の内容、訓練の実施体制等によ

り、これにより難い場合にあっては、１年以下の適切な期間であること。 

 上記「１年以下の適切な期間」とは、同じ訓練生を対象に一連の流れで６か

月以上訓練を行う場合、６か月でコースを分けずに１年以下の訓練実施に適

切な期間とすること。 

    ○ 訓練時間 

訓練時間は１２時間以上です。ただし、管理監督者コースについては、１コース

につき１０時間以上の訓練時間となります。  
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4 認定の効果 

認定職業訓練を実施した事業主等、それらの職業訓練に労働者を派遣した事業主及び訓練生

には、次のような効果があり、援助・助成が受けられます。 

＜事業主に対しては＞ 

（1） 職業訓練施設の名称（法１７条・2５条） 

一定の要件を満たす認定職業訓練施設については、「職業能力開発校」「職業能力開発短

期大学校」「職業能力開発促進センター」という名称を用いることができます。 

（2） 契約期間・年少者の就業制限等の特例（法２４条２項、規則３２条） 

労働基準法及び労働安全衛生法で規定している契約期間・年少労働者及び妊産婦の危険

有害業務の就業制限等の特例が認められます。 

（3） 実施主体への援助・助成 

（東京都事業内職業訓練事業補助金・広域団体認定職業訓練助成金）  

中小企業事業主（下表参照）や中小企業主の団体等が行う認定職業訓練については、一

定の要件を満たす場合に、運営費等に対する補助金・助成金を受けられる場合がありま

す。 

ただし、新規に補助金・助成金の交付を希望する場合、認定後の訓練実績及び訓練・経

理事務の処理状況等が適正に行われていることの確認が取れた後（目安としては、おお

むね、認定の翌々年度以降）に、交付申請が可能となります。（法１５条の３、雇用保険

法 63 条 1 項、同施行規則１２１条） 

 

中小企業とは、次表のものをいいます。「資本金の額又は出資の総額」か「企業全体での

常用労働者数」のいずれかの要件に該当すれば中小企業です。 

 

■中小企業の定義 

産業分類 資本金の額又は出資の総額 企業全体での常用労働者数 

小売業・飲食店 ５千万円以下 50 人以下 

サービス業 ５千万円以下 100 人以下 

卸売業 １億円以下 100 人以下 

上記以外 ３億円以下 300 人以下 
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＜訓練生に対しては＞ 

（1） 定時制高校との連携 

訓練生が定時制や通信制の高等教育を受けている場合、文部科学大臣の指定を受けた職

業訓練施設での訓練の教科も一部については、高校教育の教科の一部とみなされます。 

（2） 訓練修了者（規則６４条の２,３,６・６５条） 

① 技能照査の合格者は、技能士補と称することができます。 

なお、技能照査の合格者及び１級・２級・単一等級技能士コースの修了時試験の合格

者は、技能検定受験の際に学科試験が免除となります。 

② 修了者は、技能検定や職業訓練指導員試験等の受検及び受験資格の要件である実務経

験年数が短縮される場合があります。 

 

5 認定の取消し 

（法２４条３項、職業訓練の認定及び職業訓練法人の設立認可の取消処分手続要領） 

 

認定職業訓練を行う者は、次のような場合は、認定が取り消されます。 

（1） 職業訓練の認定の取消し 

① 職業能力開発促進法施行規則第１０条から第１５条までに規定する職業訓練の基準に

適合しなくなったと認めるとき。 

② 認定職業訓練を行わなくなったと認めるとき。 

③ 認定職業訓練を的確に実施する能力を有しなくなったと認められるとき。 

④ 認定職業訓練が、長期間、休止状態にあると認めるとき。 

（2） 職業訓練法人設立認可の取消し（法４１条） 

① 正当な理由がないのに１年以上認定訓練を行わないとき。 

② 運営が法令等に違反し、又は不適当であると認められる場合において、その改善が期

待できないとき。  
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Ⅱ 訓練運営関係事務
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1 認定職業訓練の実施方法 

訓練内容の充実を図るためには、綿密な訓練計画を作成し、その計画に基づき確実に訓練を

実施するとともに、訓練内容を記録・保管し、今後の訓練の参考資料とする必要があります。 

 

（1） 認定職業訓練事業計画書の作成（法９条・１１条、規則１条） 

訓練の計画は、「各訓練の種類・課程・訓練科の基準」に基づいて、訓練目標、教科の

科目及びその内容（程度）、訓練時間の配分、試験の実施時期と方法、担当職業訓練指

導員等について定めるものです。 

各年度の訓練実施に先立ち教務担当者は、認定職業訓練事業計画案を作成し、「各訓練

の種類・課程・訓練科の基準」、事業主等の定める認定訓練運営要綱等の規定に従い決

定を受け、各年度の初め（例年４月初旬）までに東京都に提出してください。 

提出先・部数      管轄職業能力開発センター・２部  

《訓練計画作成上の留意点》 

① 認定を受けた「訓練の種類・課程・訓練科の基準」に適合していること。（基準は職

業能力開発促進法及び職業能力開発促進法施行規則等による。） 

② 厚生労働省編「教科編成指導要領」又は「技能照査の基準の細目」等を参考にし、訓

練目標の設定、教科科目別の訓練時間の配分、訓練内容等を定めること。   

③ 技能照査を行う訓練において、法施行規則別表第２に定められている各訓練科の教科

の細目による総訓練時間及び教科ごとの訓練時間以上の訓練を行わなければならない

こと。 

④ 訓練時間については、５０分を１単位（１時間）として算定して差し支えないこと。 

⑤ 修了時試験、技能照査等の試験時間は、訓練時間数に組み入れることはできません。 

⑥ 普通課程については、訓練生（体育）大会、研修旅行等の各種行事の時間数は、１日

の場合８時間、半日の場合４時間を限度として、関連する科目の時間数に組み入れる

ことができます。 

⑦ 専門課程、普通課程については、年間計画表と月間計画表を作成します。 

⑧ 前年度から訓練内容の変更やコース数の増減等がある場合、事前に申し出てくださ

い。なお、訓練内容等を著しく変更する場合は新規認定が必要です。 

 

認定職業訓練 

事業計画書の作成 

 （ＰＬＡＮ） 

訓 練 

実 施 

 （ＤＯ） 

訓練結果 

記録・保管・評価 

（ＳＥＥ） 
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■「認定職業訓練事業計画書」の提出書類一覧表 

事

業

計

画 

認定職業訓練事業計画書の種類 ページ 

課  程 

専門普通 専

門

短

期 

短期 

学年 右
以
外 

技
能
士
コ
ー
ス １ ２ ３ 

１ 
団体・事業所の概要 （事業計画１－１） ３０ ● ● ● ● ● ● 

今年度訓練生数～指導員・講師数 （事業計画１－２） ３１ ● ● ● ● ● ● 

２ 当該年度訓練実施計画 （事業計画２） ３２ ● ● ●   ● 

３ 
入校年度別訓練実施計画 １年生用 （事業計画３－１） ３３ ● ● ●    

入校年度別訓練実施計画 １年生用 （事業計画３－２） ３４ ● ● ●    

４ 
入校年度別訓練実施計画 ２年生用 （事業計画４－１） ３５  ● ●    

入校年度別訓練実施計画 ２年生用 （事業計画４－２） ３６  ● ●    

５ 
入校年度別訓練実施計画 ３年生用 （事業計画５－１） ３７   ●    

入校年度別訓練実施計画 ３年生用 （事業計画５－２） ３８   ●    

６ 

教科の科目内容 （事業計画６） ３９ ● ● ●    

年度訓練計画・実績表 〔様式６－１〕 ５５ ● ● ●    

月分訓練計画・実績表 〔様式６－２〕 ５６ ● ● ●    

７ 訓練計画・実績表(総括表） 〔様式７－１〕 ５７    ● ● ● 

８ 訓練計画・実績表(教程表)  〔様式７－２〕 ５８    ● ● ● 

９ 訓練計画・実績表(教程表続き) 〔様式７－３〕 ５９    ● ● ● 

10 訓練に要する経費（補助金申請校を除く）(事業計画１０） ４０ ● ● ● ● ● ● 

11 訓練添削指導・ｽｸｰﾘﾝｸﾞ日程表通信制用 （事業計画１１） ４１    ● ● ● 

 

（2） 訓練の実施 

① 実施の方法 

勤務時間内に行うか、時間外でも時間外勤務手当を支給する必要があります。認定職

業訓練を受けることが企業の制度となっている場合には、就業規則で訓練受講につい

て定めてください。授業料、入学金、受講料等の訓練に要する経費は、原則として、

事業主の負担です。 

② 訓練の形態 

訓練は通常、集合訓練が原則です。ただし、例外として次のア、イのものがありま



14 

 

す。なお、補助金、助成金の対象となるのは、原則集合訓練となります。 

ア. 分散訓練 

業務につきながら、職業訓練指導員等の指導を受けて訓練を行うものをいいま

す。普通課程及び専門課程の訓練は、実技訓練の一部を分散訓練として実施する

ことができます。 

    ■共同校の場合・・・集合職業訓練施設外の各所属事業所で実施する訓練 

    ■単独校の場合・・・（訓練施設が通常の作業場と同じ場合） 

商品の生産等通常の企業活動として行われる訓練 

             （訓練施設が通常の作業場と異なる場合） 

訓練施設外で行う訓練となりますが、通常の企業活動と見

られるものは分散訓練とします。 

イ. 通信訓練 

一部の課程の職業訓練は、基準に従い通信制で実施することができます。 

（3） 訓練結果の評価 

① 専門課程 

教科の科目ごとに、訓練期間１年以内ごとに１回以上行うこと。 

② 普通課程 

学科試験及び実技試験に区分し、訓練期間１年以内ごとに１回以上行い、その評価を

記録し、最終の回の試験は、技能照査をもって代えることができます。 

③ 短期課程 

訓練の修了時に行うこと。 
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2 実施状況報告（３５条の４報告）（規則３５条の４） 

認定職業を行う事業主等は、法施行規則第３５条の４に基づき、前年度の訓練実施状況等を

「認定職業訓練実施状況報告書」により報告してください。 

なお、専門課程及び普通課程は新年度の実績（訓練生数）の報告（「様式１－１－２」）もあ

りますので注意してください。 

■「認定職業訓練実施状況報告書」の提出一覧表 

№ 年間実施状況の種類 ページ 
専門課程 

普通課程 

専門短期課程 

短期課程 

１ 年間実施状況１－１ 〔様式１－１－１〕 ４２ ● ● 

２ 年間実施状況１－２ 〔様式１－１－２〕（女性数） ４３ ●  

３ 年間実施状況１－３ 〔様式１－１－３〕 ４４ ●  

４ 年間実施状況２   〔様式１－２〕（女性数） ４５  ● 

５ 年間実施状況３   〔様式１－３〕 ４６ ●  

6 年間実施状況４   〔様式１－４〕（共同校のみ) ４７ ● ● 
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3 認定職業訓練事項の変更（規則３３条・５１条） 

認定職業訓練を行う事業主等は、次の⑴から⑹までの事項等について変更がある場合は、変

更事項及び年月日等の内容を、「認定職業訓練事項変更届」〔様式２〕により、事前かつ速やか

に都知事に届け出てください。ただし、事前に届出が難しい場合は、各センター担当者にご相

談ください。 

（1） 認定職業訓練を行う者の氏名（代表者名）又は名称、事業所又は主たる事務所の所在地 

（2） 認定職業訓練のための施設の名称及び所在地、定款等に記載した事項 

（3） 訓練生の概数、教科、訓練期間、訓練日時・訓練時間、設備、職業訓練指導員等、計画に

関わる変更 

（4） 構成員、団体の行う認定職業訓練の一部を行う当該団体の構成員 

（5） 構成員が当該団体の行う認定職業訓練の一部を行う場合には、その行う訓練の状況 

（6） 認定職業訓練を委託した施設、事業所又は団体の名称、所在地 

 

■提出先：管轄職業能力開発センター 

■部 数：２部(データ提出の場合除く) 

※上記事項に関連して運営要綱等（運営の方法等を明らかにする書面）を変更した場合、変更

届と合わせて運営要綱等の提出をお願いします。 

※一時的、臨時的な場合や軽微な変更であれば、押印は不要ですが届出はお願いします。 

《変更届提出の際の留意点》 

職業訓練法人について 

職業訓練法人の定款等の記載事項については別途、法施行規則第５１条に基づき都知事に申

請し、変更認可を受ける必要があります。 

なお、定款等に記載がない所在地の変更、公示方法の変更については、認可を受ける必要は

ありませんが届出は必要です。 
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4 認定職業訓練の休止・廃止 

（1） 認定職業訓練の休止 

職業訓練の認定を受けた者が、やむなく認定職業訓練を一時休止するときは「認定職業

訓練休止届」〔様式３－１〕に「再開計画書」〔様式３－２〕を添えて、知事に届け出な

ければなりません。数年にわたって休止となる場合も各年度、届け出てください。休止

はあくまでもやむをえない場合の措置ですので、原則５年以内に再開してください。 

なお、認定職業訓練を行わなくなったと認めるとき（職業訓練法人の場合は、正当な理

由がないのに１年以上認定職業訓練を行わないとき）、東京都の認定の要件を満たさな

くなった場合は認定の取消しを行う場合があります。 

■提出先：管轄職業能力開発センター 

■部 数：２部(データ提出の場合除く) 

 

（2） 認定職業訓練の廃止（法４０条、規則３４条） 

職業訓練の認定を受けた者が、認定職業訓練を行わなくなったときは、法施行規則第３

４条に基づき「認定職業訓練廃止届」〔様式４〕に認定書を添えて、知事に届け出なけれ

ばなりません。 

なお、過去に事業内職業訓練事業補助金の施設費・設備費を利用した場合には、あらか

じめご相談ください。 

■提出先：管轄職業能力開発センター 

■部 数：２部(データ提出の場合除く)  



18 

 

5 東京都の指導・監督業務 

認定を受けた職業訓練が、基準に適合し、的確に行われていることを確認するために、毎年

度当初に「認定職業訓練事業計画書」「認定職業訓練実施状況報告書」等を提出してもらうほ

か、東京都の指導・監督事務として次のことを行っています。 

（1） 訓練事務指導 

実際に認定校に出向き、訓練管理帳票類が整備されているか等を指導・確認します。  

（2） 訓練実施状況調査 

実際に訓練日に認定校に出向き、訓練が訓練基準に基づき的確に行われているか、指導

技法は適正であるか等を指導・確認します。    

（3） 経理事務指導 

補助金、助成金を受ける事業主等に対して行います。 

補助金、助成金の適正かつ効率的な執行が行われているかどうか、また、経理関係帳票

類（「事務手引―補助・助成事業の適正な実施のために―」参照 ）が整備されているか

どうか等について指導・確認します。 

なお、その他に訓練実施確認のため、予告なしで訪問することがあります。（随時調査） 

（4） 実施団体・事業所調査 

団体・事業所で、組織としての運営が適正に行われているかどうか指導・確認します。 

（5） 職業訓練法人調査 

職業訓練法人として、法人の運営が適正に行われているかどうか指導・確認します。 

（6） 休止団体・事業所調査 

休止団体・事業所に対して状況把握及び指導を行い、訓練の再開等、運営の適正化を図

ります。 
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6 訓練管理帳票類 

認定職業訓練を行う事業主等は、職業訓練の実施に当たって、下記にあげる「訓練管理帳票

類」を、さらに、補助金、助成金の交付を受ける事業主等は、「経理関係帳票類」も備え付け

てください。 

帳票類は、保存年限に従って保存してください。なお、保存年限前に認定職業訓練を廃止し

た場合でも、保存年限に従って保存してください。 
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■訓練管理帳票一覧表 

N

o. 

訓 練 管 理 帳 票 類 ペ
ー
ジ 

高度職業訓練 普通職業訓練 保存年限（年） 

専
門
課
程 

専
門
短
期

課
程 

普
通
課
程 

短期課程 
補助金 

助成金 

名称 様式 
右記 

以外 

技能士

コース 
有 無 

１ 
職業訓練指導員・講師名簿 

（集合） 
〔様式５－１〕 ５２ ● ● ● ● ● ５ ３ 

２ 
職業訓練指導員・講師名簿 

（分散）               
〔様式５－２〕 ５３ ●  ●   ５ ３ 

３ 
講師承諾書（単独校の内部講師で

無報酬の場合を除く）    
〔様式５－３〕 ５４ ● ● ● ● ● ５ ３ 

４ 年度訓練計画・実績表 〔様式６－１〕 ５５ ●  ●   ５ ３ 

５ 月分訓練計画・実績表 〔様式６－２〕 ５６ ●  ●   ５ ３ 

６ 
年度訓練計画・実績表 

（総括表）事業計画７           
〔様式７－１〕 ５７  ●  ● ● ５ ３ 

７ 

訓練計画・実績表（教程表） 

事業計画８           

事業計画９           

 

〔様式７－２〕 

〔様式７－３〕 

５８ 

５９ 
 ●  ● ● ５ ３ 

８ 訓練日誌         〔様式８〕 ６０ ●  ●   ５ ３ 

９ 訓練生出席簿       〔様式９〕 ６１ ● ● ● ● ● ５ ３ 

１０ 訓練生指導要録（普通･専門課程） 〔様式 10－１〕 ６２ ● 
 

 
●   永年 

１１ 訓練生指導要録（普通･専門課程） 〔様式 10－２〕 ６３ ●  ●  
 

 
永年 

１２ 訓練生指導要録（短期技能士ｺｰｽ） 〔様式 10－３〕 ６４     ● 永年 

１３ 入校願（単独校を除く） 〔様式 11〕 ６５ ● ● ● ● ● ５ ３ 

１４ 退校願（単独校を除く） 〔様式 12〕 ６６ ●  ●  ● ５ ３ 

１５ 分散訓練実施状況報告書 〔様式 15〕 ６９ ●  ●   ３ 

１６ 修了証書  〔様式 13〕 ６７ ● ● ● ● ●  

１７ 修了証明書   〔様式 14〕 ６８ ● ● ● ● ●  

１８ 修了証書交付台帳 〔様式 16〕 ７０ ● ● ● ● ● 永年 

１９ 
修了証書兼技能照査合格証交付台帳 

又は技能照査合格証明申請者名簿 

〔様式 17〕 

〔様式 20－３〕 

７１ 

８６ 
●  ●  ● 永年 

２０ 
修了時試験合格者判定結果連名簿 

技能照査合格判定結果連名簿 

〔様式 26〕 

〔様式 20-2〕 

９7 

８4 
●  ●  ● 永年 

２１ 
一級・二級・単一等級技能士 

コース修了者名簿 
〔様式 27－１〕 ９8     ● 永年 

(注) 指導員訓練研修課程は短期課程の欄に従ってください。 
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（1） 指導員・講師名簿、承諾書〔様式５〕 

直接訓練の指導に当たる指導員・講師を記載し、指導員資格を有する者が基準どおりに

配置されているか等を確認できるようにするものです。 

名簿は毎年度作成し、承諾書についても毎年度本人より提出させてください。 

〔作成上の留意点〕 

① 複数科実施の場合は、科毎に作成するか、それぞれの担当する訓練科を備考欄に記入

すること。 

② 集合訓練〔様式５－１〕と分散訓練用〔様式５－２〕を別に作成すること。 

③ 備考欄には、資格、経験年数等を記入する。 

④ 名簿は、変更のたびに変更理由及び変更年月日を記入し、修正のうえ保存すること。 

⑤ 集合訓練を担当する指導員・講師からは、承諾書〔様式５－３〕の提出を求めるこ

と。（単独校の内部講師で無報酬の場合は除く。）。 

（2） 訓練計画・実績表〔様式 6〕〔様式 7〕 

訓練期間内において実施する訓練の全教程を一覧にし、計画と実績の変更点、基準に定

める時間数を実施したか等を確認できるようにしたものです。 

実績は、赤字で記入するようにしてください。 

① 普通課程 〔様式６〕 

職業訓練計画・実績表〔様式６－１〕及び○月分訓練計画・実績表〔様式６－２〕を

作成してください。 

② 短期課程 〔様式７〕 

すべての回（コース）の概要を記載した総括表及び各回（コース）の教科内容を記載

した教程表を作成してください。 

なお、実績を記入する前の写が「認定職業訓練事業計画書」訓練計画・実績表（総括

表・教程表）となりますので都に提出してください。 

（3） 訓練日誌（専門課程及び普通課程）〔様式８〕 

指導員・講師が日々行った訓練内容、指導状況の結果を把握するために作成するもので

す。これにより、指導内容や訓練の進度が確認され、指導方法の改善にも役立てること

ができます。 

短期課程については、訓練計画・実績表（教程表）の実績欄に記載し、校長等の確認を

受けることで、日誌の作成に代えるものとします。 
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〔作成上の留意点〕 

① 訓練科別、学年別（クラス別）に作成する。 

② 担当指導員・講師が確認すること。 

③ 教科欄には、訓練計画表の訓練科目を記入すること。 

④ 訓練内容欄には、その日に行った教科内容を具体的に記入する。 

⑤ 記事欄は、訓練場所、訓練中の災害及び備品の使用状況等を記入する。 

⑥ 訓練終了後直ちに訓練担当（例：事務局長～副校長～校長）の決定を受けなければな

らない。 

（4） 訓練生出席簿〔様式９〕 

訓練生の出欠を確認するもので、修了要件、技能照査受験資格を判定するための個人別

（科目別）出席率を把握するために作成するもので、すべての訓練について必要です。 

出欠の確認は、原則、本人の署名等によるものとなります。（都が別の方式でよいと認め

たときはこの限りではない。） 

 

（5） 訓練生指導要録〔様式 10〕 

普通課程・短期課程（技能士コース）及び専門課程の訓練を行う事業主等は、訓練生に

関することを記載した訓練生指導要録を作成し、保存してください。 

〔作成上の留意点〕 

① 訓練生全員について入校時作成し、所要事項を記入し、修了時には、全ての記載欄に

記入すること。 

② 訓練科別学年別につづり、整理番号は入校時の出席簿番号と同じとする。 

③ 試験結果欄には、学科については、教科の基準に示された科目ごとにその得点を百点

満点で記入する。 

実技については、できばえ、作業態度、作業速度、作業工程等の各項目の合計が百点

満点になるようにし、各項目ごとに評価された得点の合計を記入する。 

④ 認定職業訓練を行わなくなったときは、当該団体・事業所又はその事業を引き継ぐも

のが責任をもって指導要録を保管する。 

（6） 入校願又は受講申込書〔様式 11〕 

訓練校に入校を希望する場合、入校願が必要です。入校願は事業主が提出するものです



23 

 

が、従業員の同意があることを確認したうえで提出してください。 

短期課程は、受講申込書等と読み替えてください。なお、同一訓練生が複数コースを受

講する場合は、それぞれのコースにつき申し込む必要があります。（１枚の用紙にコース

名を列記してもよい。） 

（7） 退校届（退校願）〔様式 12〕 

普通課程及び専門課程の訓練で、訓練生が退校する場合は、退校届を提出させてくださ

い。 

（8） 修了証書〔様式 13〕（法 22 条・26 条の２） 

認定職業訓練を行う事業主等は、職業訓練を修了した者に対して次の事項を記載した修

了証書を交付することが義務づけられています。 

修了要件は、当初提出した事業計画書に記載した各コースの総訓練時間に対する出席率

が 80 パーセント以上で、技能程度が修了に値すると認められる場合修了者とします。 

なお、普通及び専門課程にあっては、修了試験を訓練期間１年以内に１回実施しなけれ

ばなりません。（技能照査に代えることも可） 

なお、修了証書は、必要に応じ修了証書交付台帳［様式 16(17）］と割印してください。 

① 職業訓練を修了した者の氏名及び生年月日 

② 普通課程、短期課程（管理監督者コースの訓練及び技能士コースの訓練を除く。）及

び専門課程に関し、それぞれ規則別表第２、第４又は第６による場合はその旨を、管

理監督者コースの訓練及び技能士コースの訓練を行った場合にあっては規則別表第３

又は第５第１号から第３号までによる旨を表示 

③ 修了証書を交付する者の氏名又は名称 

④ 修了証書を交付する年月日 

なお、通信の方法により訓練を行った場合にあっては、総訓練時間の欄に、当該通信

の方法により行った科目の面接指導時間の合計を「面接指導時間○○時間」と記載

し、通信の方法以外の方法により行った科目がある場合は、当該科目の訓練時間の合

計を「訓練時間○○時間」と併せて記載する。なおすべての科目を添削指導のみによ

り行った場合は、総訓練時間の欄に、その旨を記載すること。 

（9） 修了証明書〔様式 14〕 

訓練生であった者から申請があったときは修了証明書を交付してください。 
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（10） 分散訓練実施状況報告書〔様式 15〕 

認定職業訓練の一部は、各事業所で分散訓練として実施することができますが、認定職

業訓練実施者は、修了の判定、技能照査受験資格の判定のため、その訓練内容及び進行

状況を把握する必要があります。したがって、分散訓練実施事業主から、概ね３か月ご

とに分散訓練実施状況報告書の提出を受けてください。 

なお、単独職業訓練の場合は、訓練実施日ごとにどの作業（訓練計画の科目）に従事し

たか分かる記録を残すようにしてください。 

（11） 修了証書交付台帳〔様式 16〕 

 修了証書の交付に当たっては、修了証書交付台帳を作成し、保存してください。  

（12） 技能照査合格証書交付台帳 

「技能照査証明申請者名簿」〔様式 20-3〕を台帳として保存してください。 

（13） 一級・二級・単一等級技能士コース修了時試験合格者台帳 

「一級・二級・単一等級技能士コース修了者名簿」〔様式 27-1〕を台帳として保存して

ください。 

（14） 修了証書兼技能照査合格証書交付台帳〔様式 17〕 

修了証書及び技能照査合格証書を交付する場合、上記の⑾及び⑿の代わりにこの兼用様

式によることができます。  
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(例) 

         ○ ○ 職 業 訓 練 校 運 営 要 綱 

 

(目的) 

第 1 条 この要綱は、○○組合定款（規約）に基づいて設置された○○職業訓練校（以下「訓

練校」という。）の運営について必要な事項を定める。 

(組織) 

第 2 条 本校の組織は、次に定める機関により構成する。 

一 運営委員会 

二 校 長 

三 事務局 

２ 運営委員会には、委員長及び委員を置く。 

３ 事務局には、事務局長及び事務局職員を置く。 

（任免） 

第 3 条 前条に定める運営委員長及び運営委員並びに校長は○○組合定款第○○条に定める理

事長（以下「理事長」という。）が任免する。 

２ 前条に定める事務局長及び事務局職員は校長が任免する。 

（職務） 

第 4 条 理事長は、訓練校の運営を統括する。 

２ 運営委員会は、次の業務を所掌する。 

一 職業訓練の基本計画及び実施計画に関すること。 

二 職業訓練に関する歳入歳出予算に関すること。 

三 職業訓練の実施細目の作成に関すること。 

３ 校長は、理事長の命を受け、訓練校に関する教務及び事務をつかさどり、所属職

＜参考＞ 

訓練校運営要綱（又は訓練校校則） 

訓練校の運営に関し、訓練校関係者、事業主及び訓練生が共同の意識をもち、円滑かつ

適正な運営を確保するために必要な定めを設置するものです。 

普通課程における標準的な例を示すと次のとおりです。 
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員を指揮監督する。 

４ 事務局長は、校長の命を受け、訓練校に関する事務（及び教務）を処理し、所属

職員を指揮監督する。 

５ 事務局職員は、上司の命を受け、訓練校に関する事務（及び教務）に従事する。 

（訓練基本計画） 

第 5 条 運営委員会は、職業訓練の基本計画を策定するときは、予め理事長及び校長の意見を

聞かなければならない。 

２ 運営委員会は、職業訓練の基本計画を策定したときは、理事長及び校長に提出し

なければならない。 

（実施計画等） 

第 6 条 運営委員会は、次年度の職業訓練の実施計画、歳入歳出予算及び実施細目について、

予め理事長及び校長の意見を聞いて、毎年○月○日までに作成しなければならない。 

２ 運営委員会は、前項に定める職業訓練の実施計画、歳入歳出予算及び実施細目を

作成したときは、毎年○月○日までに理事長及び校長に提出しなければならな

い。 

（運営委員会の招集） 

第 7 条 運営委員会は、定例会及び臨時会とし、委員長が招集する。 

２ 定例会は、毎年○月に招集する。 

（訓練） 

第 8 条 本校において実施する訓練は、○○職業訓練・○○課程・○○科とする。 

（訓練生定員） 

第 9 条 訓練生の定員は○○名とする。 

（訓練期間） 

第 10 条 訓練の期間は１年とし、１訓練年度は毎年４月１日から翌年３月 31 日までとする。 

（訓練時間） 

第 11 条 訓練時間は、午前○時○分から午後○時○分までとする。 

（訓練時限表） 

第 12 条 訓練の時間割については、別表のとおりとする。 

（設備・教材） 
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第 13 条 訓練のために使用する設備及び教材は、職業訓練の実施計画に対応したものでなけれ

ばならない。 

２ 校長は、訓練生に対し、訓練に必要な設備及び教材を使用させ若しくは、貸与

し、又は支給する。 

（入校願） 

第 14 条 訓練校に入校しようとする者は、別に定める日までに入校願を校長に提出しなければ

ならない。 

（入校決定） 

第 15 条 校長は、別に定める入校選考基準に従って入校選考を行い、入校者を決定する。 

（入校手続） 

第 16 条 入校が決定された者は、別に定める日までに、入校手続きを行わなければならない。 

２ 前項に定める手続きを行わない者は、入校を放棄したものとみなす。 

（入学金等） 

第 17 条 入学金、維持経費及び事業主負担金は、別に定める。 

（遵守事項） 

第 18 条 訓練生は、別に定める訓練生心得を遵守し、相互に親睦を図り、技能の習得・向上に

努めなければならない。 

（訓練生の除籍） 

第 19 条 校長は、訓練生が長期に無断欠席し、出席の催告に応じないときは、除籍することが

できる。 

（訓練生の退校） 

第 20 条 校長は、訓練生から退校の申し出があったときは、事業主の意見を聞いた上で退校を

承認することができる。 

２ 校長は、訓練生が訓練校の秩序をみだしたとき又は、訓練校の設備物品を故意に

忘失、き損したとき、その他訓練生として不適当であると認めたときは、理事長

の意見を聞いて、退校を命ずることができる。 

（試験） 

第 21 条 校長は、訓練生の知識、技能の進度を把握するため、各教科について、訓練年度につ

き１回以上の試験を行わなければならない。 
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２ 校長は、試験の結果によっては、補講を行い訓練生の技能水準の維持向上を図ら

ねばならない。 

（技能照査） 

第 22 条 理事長は、訓練の修了前２ヶ月の間に職業能力開発促進法第 21 条に定める技能照査

を行わなければならない。 

２ 技能照査の実施に関し必要な事項は別に定める。 

（技能照査の合格証書） 

第 23 条 理事長は、前条に定める技能照査に合格した者に技能照査合格証書を交付する。 

２ 技能照査合格証書の様式、その他必要な事項は、別に定める。 

（修了者の資格） 

第 24 条 修了者の資格は、当該訓練生の訓練受講時間数が総訓練時間数の 80 パーセント 

    以上で、かつ系基礎学科、専攻学科、系基礎実技、専攻実技について、それぞれ  

    の訓練時間 80 パーセント以上であって、その上保有している技能の程度が修了 

    に値すると認められた者を修了者とする。 

２ 前項に定める技能の程度は、第 21 条に定める試験の結果又は第 22 条に定める  

    技能照査の結果を参考として判定する。 

（修了証書） 

第 25 条 理事長は、前条第１項に定める修了者に修了証書を交付する。 

２ 修了証書の様式、その他必要な事項は別に定める。 

（表彰） 

第 26 条 理事長は、訓練成績が優秀で、かつ、日常生活において品行が方正で他の模範である

と認められる訓練生を表彰することができる。 

（証明書） 

第 27 条 理事長は、訓練生又は訓練生であった者に対し、次の証明書を発行することができ

る。 

一 身分証明書 

二 成績証明書 

三 その他身分及び資格に関する証明書 

２ 理事長は、訓練生であった者から申請があったときは、修了証明書を発行しなけ

ればならない。 
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（各種届出書） 

第 28 条 校長は、訓練生が訓練期間中次の各号の一つに該当するときは、それぞれ届出書又は

願い書を提出させるものとする。 

一 住所又は氏名を変更したとき  住所・氏名変更届 

二 退校したとき         退校願 

三 各種証明書の交付を受けたとき 証明書交付願 

四 その他必要と認められるとき 

（委任） 

第 29 条 この要綱に定めるもののほか、訓練校の運営について必要事項は校長が別に定める。 

（附則） 

この要綱は、○○年○月○日から施行する。 

 

別表 訓練時間割（集合訓練） 

時    間 開   始 終    了 

１時間目     時    分      時    分  

休  憩     時    分      時    分  

２時間目     時    分      時    分  

休  憩     時    分      時    分  

３時間目     時    分      時    分  

休  憩     時    分      時    分  

４時間目     時    分      時    分  

休  憩     時    分      時    分  

５時間目     時    分      時    分  

休  憩     時    分      時    分  

６時間目     時    分      時    分  
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                            （事業計画１－１） 
                           

認定職業訓練事業計画書 

 

 

   令和●年度における認定職業訓練に係る事業計画を下記のとおり定めたので届け出ます。 

                          ●年４月１日 

 

 

  東京都知事 殿 

 

           認定職業訓練実施団体・事業所 

           （所在地）〒 

                  

           （名 称）  

           （施設の名称）         

(注) 実施団体・事業所名と施設名とが異なる場合に記入 

 

           代表者 

           （住 所）〒                
  

           （職・氏名）                
 

  

           事務担当者 

           （氏  名）  

           （電  話）  

           （メールアドレス）  

記 

 

１ 団体・事業所の概要 

共
同
校 

 構成事業主数    (  )社 単
独
校 

 資本金又は出資額   円  

 訓練生派遣事業主数     社  常用労働者数   人 

 (注) 構 成 事 業 主 数 欄 に は 大 企 業 数 を 内 数 と し て （  ） 内 に 記 入  

 

２  補助金等の交付希望有無 

東京都事業内職業訓練事業補助金 ① 補助金希望 
③ 希望なし 

④ 対象外 

 (大企業) 広域団体認定訓練助成金 ② 助成金希望 

  (注)「③希望なし」は中小企業又は中小企業団体等で、補助金等の交付を希望しない場合の

ほか、訓練生数が補助基準に満たない等で交付の対象とならない場合も含む。

  

専門 普通 短期 

4 月 1 日付け 

訓練課程ごとに提出してください 

 

管理監督者・技能士 

コース・研修課程も短期 

施設の名称は、認定申請時に申請

書に記載した名称。押印不要 

 

代表者住所は任意団体の場合のみ 

①～④のいずれかを〇で選択 

※補助金、助成金の両方を希望することはできません 
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（事業計画１－２） 

３ 今年度訓練生数 
 
 

課  程  
訓 練 科             

（短期コース数）  
実 施 期 間                  

計  

（人）  

普  通  課  程  短  期  
 

１年生  ２年生  ３年生  （延）人  

 
       科  

 （       ）  

    年  月   日  

 ～   年  月    日 
     

 
       科  

 （       ）  

    年   月   日  

 ～   年  月    日  
     

 
       科  

 （       ）  

    年   月   日 

 ～   年   月    日 
     

 
       科  

 （       ）  

    年   月   日 

 ～   年   月    日 
     

合          計       

 
４ 集合訓練を行う場所の名称等 
 
 

名称及び所有者名  所在地（電話）  面積(㎡）  訓練生数  構  造  用  途  所 有 区 分           
 

     学  科  

実  技  

自  己  

借  用  

     学  科  

実  技  

自  己  

借  用  

     
学  科  

実  技  

自  己  

借  用  

     
学  科  

実  技  

自  己  

借  用  
 
５ 指導員・講師数（分散訓練担当者を除く。）   
 

指 導 員 ・ 講 師 数                  補助対象(人) 補助対象外(人) 

指導員免許のある  

指導員・講師数  
  

指導員免許のない  

指導員・講師数  
  

合   計    

６ 技能照査 
 

実施予定：あり ・なし 

学科  月  日（  ）  AM・PM 

実技  月  日（  ）  AM・PM 

追試験日  月  日（  ）  AM・PM 

 

７ 前年度計画との変更点（特に「増」の場合は必ず説明資料等を添付のこと。） 

事業計画 1-2 は訓練課程（専門・普通・短期）ごとに提出 

 

普通課程 

１学年１コース上限

50 人まで 
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     （事業計画２） 

７ 当該年度訓練実施計画 訓練科名      系      科 
 

教科の科目 
学年別訓練時間 時間数 

担当指導員・講師（持時間）〔指導員免許番号〕 
第１年度 第２年度 第３年度 合  計 合  計 

普
通
学
科 

       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 

       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 

       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 

       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 

小    計      うち補助対象持時間数 Ｈ うち補助対象外持時間数 Ｈ 

系
基
礎
学
科 

   
 

   （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 

       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 

       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 

       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 

小    計      うち補助対象持時間数 Ｈ うち補助対象外持時間数 Ｈ 

専
攻
学
科 

       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 
       （   ）       （   ）       （   ）       （   ） 

小    計      うち補助対象持時間数 Ｈ うち補助対象外持時間数 Ｈ 

実
技 

系基礎 （集合）      （   ）〔No.   〕      （   ）〔No.   〕      （   ）〔No.   〕 

専 攻 （集合）      （   ）〔No.   〕      （   ）〔No.   〕      （   ）〔No.   〕 

系基礎 （分散）      うち補助対象持時間数 Ｈ うち補助対象外持時間数 Ｈ 

専 攻 （分散）     

〔注〕補助対象団体・事業所において、補助対象外の指導員・講師については氏名に○印をつけてください。 

 ※実施訓練時間と指導員・講師持時間の合計が異なるときは、具体的にその理由を記入してください。 
小    計     

総合訓練時間数     

職業能力開発促進法施行規則別表２

で定められている教科の科目の場合

は点線の左側に「○」を記入 

 

・専門課程：別表６ 

・技能士コース一級：別表５－１ 

・技能士コース二級：別表５－２ 

・単一技能等級：別表５－３ 

専門･普通課程、技能士コースのみ 

実技担当者、指導員で指導員免許を有する者は、

〔  〕に指導員免許番号を記入 

・各教科ごとに指導員・講師名を記入 

・( )は指導員・講師の持時間数を記入 

・補助金等申請団体・事業所は、指導員・講師のうち 

 補助金等対象外の者に「○」を付ける 

この様式は学年ごと・技能士コースはコースごとに分けて記入 



33 

 

（事業計画３－１） 
 

 
８ 入校年度別訓練実施計画 
 １年度訓練生分     訓練課程        訓練科名      系      科 
 
  

  教 科 の 科 目                    
    学 年 別 訓 練 時 間                             所定労  

 働時間  
 内外別  

 
 訓 練 実 施 日 時                

 

    
 第１年度   第２年度   第３年度   合   計  

 
 普  
 
 通  
 
 学  
 
 科  

    （   ）   （   ）    内・外   訓練  
  曜日  

 訓練  
 時間帯  

    （   ）   （   ）    内・外  
  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    
   小    計  

 
 
 
 
 
 系  
 
 
 基  
 
 
 礎  
 
 
 学  

    （   ）   （   ）    内・外    

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

         
 科  

    （   ）   （   ）    内・外     

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

   小    計    （   ）   （   ）    

 
 
 専  
 
 
 攻  
 
 
 学  
 
 
 科  

    （   ）   （   ）    内・外    

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

    （   ）   （   ）    内・外  

   小    計    （   ）   （   ）    

 
（注）規則別表中の科目については、「教科の科目」欄中の左側に○印をつけること。 
   既に訓練を修了している部分又は翌年度以降実施分は（ ）内に記入のこと。 
   所定労働時間内の訓練は「内」、時間外の訓練は「外」をそれぞれ○で囲むこと。 

・教科の科目、学年別訓練時間の第１年度(１年生分)は、 

事業計画２ (７当該年度訓練実施計画)の科目、第 1 年度の 

訓練時間数を記入 

・第２年度、第３年度は、当該訓練生の翌年度以降実施予定の 

訓練時間数を(  )に記入 

・合計欄は、(  )分も含めて記入 

職業能力開発促進法施行規則別表２

(専門課程は別表６)で定められている

教科の科目の場合は点線の左側に

「○」を記入 

・訓練曜日 

訓練する曜日を記入 

 

・訓練時間帯 

訓練開始時間 

終了時間 

休憩時間 

訓練時限数 

を記入 

 

・1 時限が 50 分で 

ない場合は、1 時 

限の時間数を記入 

専門･普通課程のみ 
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（事業計画３－２） 
 

 
 
  

   教 科 の 科 目                      
    学 年 別 訓 練 時 間                             所定労  

 働時間  
 内外別  

 訓練  
 実施日時  
 （集合）  

 

    
 第１年度   第２年度   第３年度   合   計  

 
 
 
 
 系  
 
 
 
 基  
 
 
 
 礎  
 
 
 
 実  
 
 
 
 技  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外   訓練曜日  
 訓練  
  時間帯  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外   

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

    小     計    （   ）   （   ）    

     （集合訓練合計）   （   ）   （   ）    

     （分散訓練合計）   （   ）   （   ）    

          
 
 
 
 専  
 
 
 
 攻  
 
 
 
 実  
 
 
 
 技  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外    

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

         集・分    （   ）   （   ）    内・外  

    小     計    （   ）   （   ）    

     （集合訓練合計）   （   ）   （   ）    

     （分散訓練合計）   （   ）   （   ）    

   総 訓 練 時 間 数                        （   ）   （   ）     

 
（注）「教科の科目」で集合訓練については「集」、分散訓練については「分」をそれぞれ○で 

   囲むこと。 
 
 
 

・教科の科目、学年別訓練時間の第１年度(１年生分)は、 

事業計画２ (７当該年度訓練実施計画)の第 1 年度の訓練時間数の 

内訳を記入 

・教科の科目欄は、同じ科目で集合訓練と分散訓練を実施する予定の 

場合は２行に分けて記入 

・集(集合訓練)、分(分散訓練)の該当する方に○を付ける 

・第２年度、第３年度は、当該訓練生の翌年度以降実施予定の訓練 

時間数を(  )に記入 

・合計欄は、(  )の分も含めて記入 

専門･普通課程のみ 
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（事業計画４－１） 

 
８ 入校年度別訓練実施計画 
 ２年度訓練生分     訓練課程        訓練科名      系      科 
 
  

  教 科 の 科 目                    
    学 年 別 訓 練 時 間                             所定労  

 働時間  
 内外別  

 
 訓 練 実 施 日 時                

 

    
 第１年度   第２年度   第３年度   合   計  

 
 普  
 
 通  
 
 学  
 
 科  

   （   ）    （   ）    内・外   訓練  
  曜日  

 訓練  
 時間帯  

   （   ）    （   ）    内・外  
  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    
   小    計  

 
 
 
 
 
 系  
 
 
 基  
 
 
 礎  
 
 
 学  

   （   ）    （   ）    内・外    

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

         
 科  

   （   ）    （   ）    内・外     

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   小    計   （   ）    （   ）    

 
 
 専  
 
 
 攻  
 
 
 学  
 
 
 科  

   （   ）    （   ）    内・外    

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   （   ）    （   ）    内・外  

   小    計   （   ）    （   ）    

 
（注）規則別表中の科目については、「教科の科目」欄中の左側に○印をつけること。 
   既に訓練を修了している部分又は翌年度以降実施分は（ ）内に記入のこと。 
   所定労働時間内の訓練は「内」、時間外の訓練は「外」をそれぞれ○で囲むこと。 

専門･普通課程のみ 
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（事業計画４－２） 
 
 

 
  

   教 科 の 科 目                      
    学 年 別 訓 練 時 間                             所定労  

 働時間  
 内外別  

 訓練  
 実施日時  
 （集合）  

 

    
 第１年度   第２年度   第３年度   合   計  

 
 
 
 
 系  
 
 
 
 基  
 
 
 
 礎  
 
 
 
 実  
 
 
 
 技  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外   訓練曜日  
 訓練  
  時間帯  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外   

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

    小     計   （   ）    （   ）    

     （集合訓練合計）  （   ）    （   ）    

     （分散訓練合計）  （   ）    （   ）    

          
 
 
 
 専  
 
 
 
 攻  
 
 
 
 実  
 
 
 
 技  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外    

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

         集・分   （   ）    （   ）    内・外  

    小     計   （   ）    （   ）    

     （集合訓練合計）  （   ）    （   ）    

     （分散訓練合計）  （   ）    （   ）    

   総 訓 練 時 間 数                       （   ）    （   ）     

 
（注）「教科の科目」で集合訓練については「集」、分散訓練については「分」をそれぞれ○で 

   囲むこと。 
 

 
  

専門･普通課程のみ 
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（事業計画５－１） 
 
 

８ 入校年度別訓練実施計画 
 ３年度訓練生分     訓練課程        訓練科名      系      科 
 
  

  教 科 の 科 目                    
    学 年 別 訓 練 時 間                             所定労  

 働時間  
 内外別  

 
 訓 練 実 施 日 時                

 

    
 第１年度   第２年度   第３年度   合   計  

 
 普  
 
 通  
 
 学  
 
 科  

   （   ）   （   ）     内・外   訓練  
  曜日  

 訓練  
 時間帯  

   （   ）   （   ）     内・外  
  

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     
   小    計  

 
 
 
 
 
 系  
 
 
 基  
 
 
 礎  
 
 
 学  

   （   ）   （   ）     内・外    

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

         
 科  

   （   ）   （   ）     内・外     

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   小    計   （   ）   （   ）     

 
 
 専  
 
 
 攻  
 
 
 学  
 
 
 科  

   （   ）   （   ）     内・外    

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   （   ）   （   ）     内・外  

   小    計   （   ）   （   ）     

 
（注）規則別表中の科目については、「教科の科目」欄中の左側に○印をつけること。 
   既に訓練を修了している部分又は翌年度以降実施分は（ ）内に記入のこと。 
   所定労働時間内の訓練は「内」、時間外の訓練は「外」をそれぞれ○で囲むこと。 

  

専門･普通課程のみ 
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（事業計画５－２） 
 
 

 
  

   教 科 の 科 目                      
    学 年 別 訓 練 時 間                             所定労  

 働時間  
 内外別  

 訓練  
 実施日時  
 （集合）  

 

    
 第１年度   第２年度   第３年度   合   計  

 
 
 
 
 系  
 
 
 
 基  
 
 
 
 礎  
 
 
 
 実  
 
 
 
 技  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外   訓練曜日  
 訓練  
  時間帯  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外   

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

    小     計   （   ）   （   ）     

     （集合訓練合計）  （   ）   （   ）     

     （分散訓練合計）  （   ）   （   ）     

          
 
 
 
 専  
 
 
 
 攻  
 
 
 
 実  
 
 
 
 技  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外    

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

         集・分   （   ）   （   ）     内・外  

    小     計   （   ）   （   ）     

     （集合訓練合計）  （   ）   （   ）     

     （分散訓練合計）  （   ）   （   ）     

   総 訓 練 時 間 数                       （   ）   （   ）      

 
（注）「教科の科目」で集合訓練については「集」、分散訓練については「分」をそれぞれ○で 

   囲むこと。 

  

専門･普通課程のみ 
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（事業計画６） 

９ 教科の科目の内容 

 

 

 
 
 

教  

 

科  

教 科 の 内 容                                                      

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    
  

  

  

  

単独職業訓練 学年を記入 

規則別表２(専門課程の場合は別表６)に 

定められている教科の科目以外を実施する場合は、 

コースごと、各学年ごとに教科の科目及び教科内容を記入 
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10  訓練に要する経費 （事業計画 10） 
（収入の部） （支出の部） 
 

 
予 算 科 目            予  算  額  前 年 度 決 算 額                比較増△減  予 算 科 目            予  算  額  前 年 度 決 算 額                比較増△減  

 

総    額  986,000  1,139,942  
 

△153,942 
 

総    額  986,000  1,139,942  △153,942  

繰  越  金  0  0  0  講 師 謝 金  450,000  480,000  △30,000  

入  学  金  
0  

0  0  教 務 職 員 給 料  150,000  147,851  2,149  

維  持  費  500,000  700,000  △200,000  会 場 借 上 費  150,000  180,000  △30,000  

派遣事業負担金  100,000  100,000  0  教 材 費  150,000  175,896  △25,896  

団体（事業所）  

自 主 運 営 費                
385,950  339,884  46,066  事 務 費  58,000  126,525  △68,525  

雑  収  入  50  58  △8  通 信 費  28,000  29,670  △1,670  

 

 

預 金 利 息            50  58  △8  
 

   

寄  附  金         

         
 
 

        
 

    繰  越  金   0   

上記以外の収入項目がある場合は、適宜追加 

「講師謝金」「会場借上費」「教材費」等必要

な項目に分けて記入 

入学金(団体のみ) 

入学金 
  
維持費(団体のみ) 

授業料、受講料等 
 
派遣事業主負担金(団体のみ) 

入学金、授業料等以外で、 

認定職業訓練運営のため派遣事業主に

負担させている分担金等 

全課程、補助金の交付を受けない団体・事業所 
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（事業計画 11） 
      年度     課程（  級技能士コース）（通信制）訓練添削指導・スクーリング日程表 

                                                              科 
 
 

 スクーリング期間 年 月 日（ ）～ 年 月 日（ ） 再指導（補講） 年 月 日（ ）～ 年 月 日（ ）  

 修了時試験 年 月 日（ ） 追試験 年 月 日（ ）  

                

回 科目             項目 試験期間 
テキスト

送付 

設問回答 

提出期日 
添削期間 

添削終了

後 

返送期日 

備考 

    年 月 日～ 年 月 日  月 日  月 日 年 月 日～ 年 月 日  月 日   

    年 月 日～ 年 月 日  月 日  月 日 年 月 日～ 年 月 日  月 日   

    年 月 日～ 年 月 日  月 日  月 日 年 月 日～ 年 月 日  月 日   

    年 月 日～ 年 月 日  月 日  月 日 
年 月 日～ 年 月 日 

 月 日   

    年 月 日～ 年 月 日  月 日  月 日 年 月 日～ 年 月 日  月 日   

    年 月 日～ 年 月 日  月 日  月 日 年 月 日～ 年 月 日  月 日   

    年 月 日～ 年 月 日  月 日  月 日 年 月 日～ 年 月 日  月 日   

    年 月 日～ 年 月 日  月 日  月 日 年 月 日～ 年 月 日  月 日   

    年 月 日～ 年 月 日  月 日  月 日 年 月 日～ 年 月 日  月 日   

    年 月 日～ 年 月 日  月 日  月 日 年 月 日～ 年 月 日  月 日   

 
 

・ 通信制の訓練について、添削指導の科目・訓練期間等の必要事項、 

スクーリング、修了時試験等について記入してください。 

・認定科目ごとに作成してください。 
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〔様式１－１－１〕                
 
 
 

 

（年間実施状況１－１） 

 

 

 

認定職業訓練実施状況報告書（施行規則第３５条の４） 
 

 

 

    年４月３０日現在における認定職業訓練の実施状況を下記のとおり報告します。 

 

                                年  月  日 

 

 

 

               認定職業訓練実施団体・事業所 

               （所在地）〒 

                      

               （名 称）  

                    

               代表者 

               （住 所）〒 

  

               （職・氏名）               

  

                   

               事務担当者  

               （氏   名）  

               （電   話）  

               （メールアドレス）  

 

  東京都知事 殿 

 

記 
 
 

 事 業 の 種 類                    

 （ 産 業 分 類 中 分 類 ）  

 
 
      

 常 用 労 働 者 数 
 
 
 

 

構 成 事 業 主 数                      
 
  訓 練 生 派 遣 事 業 主 数  

 
 
 

 職 業 訓 練 施 設 の  

   名 称 及 び 所 在 地  

 

 

専門 普通 短期 訓練課程ごとに提出 

産業分類および「日本標準
産業分類の中分類」（01～
99 の数字）を記入 
 
下記の総務省ホームページ
から検索でできます。 
https://www.e-
stat.go.jp/classifications/te
rms/10 

提出年月日 

押印不要 

代表者住所、職氏名を記入 

（代表者住所は 

任意団体の場合のみ） 

管理監督者・技能士コース・研修課程も短期 

訓練施設の名称および住所を記入 

認定訓練に使用する全ての施設について記入 

欄が不足する場合は別紙一覧表等を添付 

https://www.e-stat.go.jp/classifications/terms/10
https://www.e-stat.go.jp/classifications/terms/10
https://www.e-stat.go.jp/classifications/terms/10
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〔様式１－１－２〕     （年間実施状況１－2） 

 
１ 訓練生数                               
 
⑴  普通職業訓練（普通課程）及び高度職業訓練（専門課程） 

 
令和●年４月３０日現在の職業訓練実施状況について記入すること。 

 
 

職 業 訓 練 の 種 類 
  職業訓練 

（     ） 

  職業訓練 

（     ） 
  職業訓練 

（     ） 

  職業訓練 

（     ） 

 

訓  練  課  程 
   課 程 

中・高  卒 
   課 程 

中・高  卒 
   課 程 

中・高  卒 
   課 程 

中・高  卒 

訓  練  科  名 
ＡＢＣ 系 

ＤＥＦＧ 科 

系 

科 

系 

科 

系 

科 

 

訓  練  期  間 

 ××年４月７日 

    ～ 
 △△年３月 25日 

   年 月 日 

    ～ 
   年 月 日 

   年 月 日 

    ～ 
   年 月 日 

   年 月 日 

    ～ 
   年 月 日 

×
× 
 

年 
 
 

４ 
 
 

月 
 
 

30 
 
 

日 
 
 

現 
 
 

在 

訓 
 
 
 

練 
 
 
 

生 
 
 
 

数 

 

 
 
 年 
 度 
 別 
 内 
 訳 

第 １ 年 度             
１０ 

（  ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

第 ２ 年 度             
４ 

（  ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

第 ３ 年 度             （  ） 
 

（①   ） 

（②   ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

合  計 
１４ 

（  ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

 

（①   ） 

（②   ） 

 

 
 
 学 
 歴 
 別 
 内 
 訳 

中 学 卒             １ 
 

     

高 校 卒             
１２ 

      

短 大 卒             ０       

大 学 卒             １       

合  計 １４       

 
（注）「職業訓練の種類」欄の（ ）は、学科について通信制により実施する場合に「通信制」と記入すること。 

   「年度別内訳」欄の（ ）は、①編入者があった場合に当該編入者の数を内数として記入すること。 

                 ②女性数の内数を記入すること。 

 

訓練科ごとに記入すること 

普通 or 高度 職業訓練普通職業訓練において、 

学科について通信制で行う場合は、（ ）内に「通信制」と記入 

普通 or 専門 課程 

中学卒業者等を対象とする訓練の場合は 

「中」に、高校卒業者等を対象とする場合は 

「高」に○を記入 

・新年度に入校した 

訓練生数を学歴(中途退学の場合は 

その前の学歴)別に記入 

※２年制以上の場合は全学年を合計し

た数を記入 

・4 月 30 日までに退校した訓練生も

含めて記入 

・女性の内数を②に記入 

・新年度に入校した 

訓練生数を学年別に記入、 

※4 月 30 日までに退校した訓練生も 

含めて記入 
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〔様式１－１－３〕               （年間実施状況１－３） 

１ 訓練生数                                

 ⑴ 普通職業訓練（普通課程）及び高度職業訓練（専門課程） 

     年度（     年４月１日から 年３月３１日まで）に実施した職業訓練について記入すること 
                            

職業訓練の種類 
  職業訓練   職業訓練   職業訓練   職業訓練 

（   ） （   ） （   ） （   ） 

訓練課程 

  課程   課程   課程   課程 

中・高 卒 中・高 卒 中・高 卒 中・高 卒 

訓練科名 
系 系 系 系 

科 科 科 科 

訓練期間 

  年 月 日   年 月 日   年 月 日   年 月 日 

   ～       ～       ～       ～    

  年 月 日   年 月 日   年 月 日   年 月 日 

前
年
度
分 

訓 

練 

生 

数 

年
度
別
内
訳 

第１年度         

第２年度         

第３年度         

合計         

学

歴

別

内

訳 

中学卒         

高校卒         

短大卒         

大学卒         

合計         

訓練 

中止者 

離職者         

その他         

修了者数         

技能照査受験者数         

技能照査合格者数         

技能照査合格率         

技能照

査不合

格者数 

学科のみ         

実技のみ         

学科及び実技         
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〔様式１－２〕      （年間実施状況２） 

(2) 普通職業訓練（短期課程）及び高度職業訓練（専門短期課程） 

職業訓練

の 

種類 

訓練課

程名 
訓練科名 実施期間 

学歴別訓練生数 
訓練中 

止者数 修
了
者
数 

試験実施

月日 中
学
卒 

高
校
卒 

短
大
卒 

大
学
卒 

合
計 

離
職
者 

そ
の
他 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日         
 

( 
) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日         

 
( 

) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日          
( 

) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日          
( 

) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日          
( 

) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日          
( 

) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日          
( 

) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日          
( 

) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日          
( 

) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日          
( 

) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  
科 

自  年   月   日 

至  年   月   日          
( 

) 

      ／ 

（           コース）        時間 

高 度   

普 通      

（    ） 

  

科 
自  年   月   日 

至  年   月   日 
        

 
( 

) 

      ／ 
（                       

コース） 
       時間 

小  計                   

合  計                    

記載上の注意 
 ・実施したコース数が多く２ページ以上になる場合は、各ページの小計欄にそのページの小計を、総合計を最終ページの合計欄に記入。 
  （1 ページで収まる場合は、合計欄のみ記入。） 

 ・学歴別訓練生数欄は、各コースごとに、コース開始時の訓練生数を最終学歴(中途退学の場合はその前の学歴)別に記入。 
  また合計欄の（  ）は内数として女性数を記入。 

 ・訓練中止者数欄は、上記訓練生数のうちコースの途中で訓練を中止した者の数を理由別に記入(その他は、病気、事故、自己都合による訓練の中止等)。 

 ・修了者数欄は、上記訓練生数のうち訓練を修了した者の数を記入。 
  (参考) 学歴別訓練生数＝訓練中止者数＋修了者数＋未修了者数（未修了者数は記入する欄なし） 

病気、事故、自己都合による訓練中止

等の場合のみ 

※未修了者を記入する欄はありません 
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〔様式１－３〕    （年間実施状況３） 

２ 訓練実施状況         

(1) 普通職業訓練（普通課程）及び高度職業訓練（専門課程）   

職業訓

練の種

類 

訓練課

程名 

訓練

科名 
教科の科目 

訓練時間数 
試験 

実施年月日 

技能照査 

実施年月日 第１年度 第２年度 第３年度 合計 

普
通
職
業
訓
練 

・ 

高
度
職
業
訓
練 

普
通 

・ 

専
門 

 
 

 
 

 

系 
 

科 

普
通
学
科 

              

              

              

              

小計             

系
基
礎
学
科 

              

              

              

              

              

              

              

              

              

小計             

専
攻
学
科 

              

              

              

              

              

              

              

小計             

実
技 

系基礎 （集合）             

専 攻 （集合）             

系基礎 （分散）             

専 攻 （分散）             

小計             

合   計             

(注） 職業訓練の種類及び訓練課程の欄は、該当するものに○印を付けてください。 
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〔様式１－４〕 （年間実施状況４） 

団体構成員名簿                                       

番号 

構成員の氏名又は 

名称及び代表者氏名 
及び所在地 

事業の種類 
常用 

労働者数 

職業訓練の種類 

及び訓練課程名 
訓練生数 

職業訓練

指導員数 

              

        
  

    

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

合         計         

(注１) 補助金・助成金を申請している共同校は、各構成員の資本金の額の欄を設けること。 
    （「事務手引－補助・助成事業の適正な実施のために－」を参照） 

(注２) すべての団体・会社名を記入すること。 

共同校は全構成員について記入 

（すでに名簿があればそれに代えても差し支えない） 

  

単独校は作成不要  
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〔様式 ２〕 

                                年  月  日 

 東京都知事 殿 

 

                 認定職業訓練団体・事業所 

                 （所 在 地 ）〒 

                 （名 称  ）     

                 代  表  者 

                 （住 所  ）〒 

                 （職氏名）              ㊞ 

 

 

 

認定職業訓練事項変更届 

 

     年  月  日付 認定番号（単・共第   号）をもって認定された職業 

 訓練事業につき下記のとおり変更が生じたので、職業能力開発促進法施行規則第３３ 

 条に基づき届け出ます。 

 

                   記 
 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

  

 

 

 

  

  変  

  更  

  事  

 及 項  

 び  

 そ  

 の  

 内  

 容  

 

 新  

 

 

 

 旧  

 

変 更 年 月 日  年    月   日  

 

 

 変 更 理 由              

 

※一時的、臨時的な場合や軽微な変更であれば、押印は不要。 
  

団体・事業所提出日 

移転の場合、移転後の新規住所 

移転等の場合、履歴事項全部証明書に記載されている移転

日 

代表者住所は任意団体の場合のみ 
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〔様式３－１〕 

                               年  月  日 

 東京都知事 殿 

 

                 認定職業訓練団体・事業所 

                 （所在地）〒 

                 （名 称  ）     

                 代  表  者 

                  (住 所  ）〒 

                 （職氏名）                   

  

 

 

認定職業訓練休止届 

 

 

    年  月  日付 認定番号（単・共 第   号）をもって認定された職業 

 訓練事業については、下記のとおり休止することにしたので届け出ます。 

 

                   記 

 

１ 訓練の種類       

 

２ 訓練課程        

 

３ 訓練科名        

 

４ 休止年月日          年  月  日 

 

５ 休止期間           年  月  日 ～    年  月  日 

 

６ 訓練の休止理由     

 

認定を受けた課程のうち 1 つ以上

の課程を休止する際に届出する。 

訓練を休止する際には、この様式

に併せて様式３－２も提出する。 

代表者住所は任意団体の場合のみ 
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〔様式３－２〕 

 

 

認定職業訓練再開計画書 

 

                   団 体 名 

                   事業所名                 

 
 
 

 〔     年 度 に 休 止 す る 訓 練 の 種 類 ・ 訓 練 課 程 ・ 訓 練 科 名 〕  

 

           訓 練         課 程            科  

 

 〔 休 止 に 至 っ た 状 況 又 は 理 由 〕  

 〔 再 開 に 向 け て の 、 今 後 の 取 組 み 及 び 見 通 し 〕（ 具 体 的 に 記 載 し て く だ さ い ）  

 〔 再 開 予 定 年 月 日 〕         年    月    日 予 定  

   

 

 

様式３－1 と併せて提出 

再開年月日は次年度まで。 

引き続き休止の場合は次年度に様式３－１、 

様式３－２を再度提出する。 
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〔様式 ４〕 

                                年  月  日 

 東京都知事 殿 

 

                 認定職業訓練団体・事業所 

                 （所在地）〒 

                 （名 称 ） 

                 代  表  者 

                 （住 所 ）〒 

                 （職氏名）                

 

 

 

認定職業訓練廃止届 

 

 

      年  月  日付認定番号（単・共第   号）をもって認定された職業 

 訓練事業については、下記のとおり廃止することにしたので届け出ます。 

 

                   記 

 

１ 訓練の種類 

 

２ 訓練課程 

 

３ 訓練科名 

 

４ 廃止年月日           年   月   日 

 

５ 訓練の廃止理由 

 

 

６ 訓練関係の帳票類の引継先 

   名 称 

   所在地 

   代表者 

 

代表者住所は任意団体の場合のみ 
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〔様式５－１〕 
 

                   職業訓練指導員・講師名簿（集合） 

 
 
 

番号 
指導員 
講 師 

担 当 科 目           氏   名 住 所                 事 業 所 名               
免 許 取 得 年 月 日                 
免 許 番 号                 

備 考           
資 格 ・ 経 験 等               

 

      〒       年 月 日 
 第      号 

 

      〒       年 月 日 
 第      号 

 

      〒       年 月 日 
 第      号 

 

      〒       年 月 日 
 第      号 

 

      〒       年 月 日 
 第      号 

 

      〒       年 月 日 
 第      号 

 

      〒       年 月 日 
 第      号 

 

      〒       年 月 日 
 第      号 

 

      〒       年 月 日 
 第      号 

 

           
      〒       年 月 日 

 第      号 

 

 
（注）単独事業所においては、分散も含んでよい。 
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〔様式５－２〕 
 

                   職業訓練指導員・講師名簿（分散） 

 
 
 

番号 事 業 所 名                 代 表 者 名             所 在 地                   訓練生数 
指導員・講師 

氏名 

 免 許 取 得 年 月 日                 
 免 許 番 号                 

 

     〒    
    年 月 日 
 第      号 

     〒    
    年 月 日 
 第      号 

     〒    
    年 月 日 
 第      号 

     〒    
    年 月 日 
 第      号 

     〒    
    年 月 日 
 第      号 

     〒    
    年 月 日 
 第      号 

     〒    
    年 月 日 
 第      号 

     〒    
    年 月 日 
 第      号 

     〒    
    年 月 日 
 第      号 

          
     〒    

    年 月 日 
 第      号 

 
（注）指導員の場合は、免許取得年月日・免許番号欄を記入してください。
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〔様式５－３〕 指導員・講師承諾書 

（例） 

 

承  諾  書 

      

 

            訓練            系            科 

 

 

 

   教科名             時間数   時間   単価       円 

 

 

 

上記のとおり担当することを承諾します。 

 

    年  月  日 

 

 

住  所 

 

 

 

氏  名             ㊞ 

 

 

 

職 業 訓 練 校 長  殿 

 

 

（注１） 集合訓練を担当する講師・指導員については、年度ごとに作成すること。 

（注２） 無償の場合も作成すること。（単独校の内部講師で無報酬の場合を除く。） 
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〔様式６－１〕 
 
 
     年 度   訓 練 計 画・実 績 表 （〇年生） 

      科 ４
月 

５
月 

６
月 

７
月 

８
月 

９
月 

10 11 12 １
月 

２
月 

３
月 

合
計 

実
施
率 訓  練  科  目 月 月 月 

普 

通 

学 

科 

    計画                             

    実施                             

    計画                             

    実施                             

    計画                             

    実施                             

    計画                             

    実施                             

    計画                             

小  計 実施                             

    実施率                             

系
基
礎
系
学
科 

    計画                             

    実施                             

    計画                             

    実施                             

    計画                             

    実施                             

    計画                             

小  計 実施                             

    実施率                             

専 

攻 

学 

科 

    計画                             

    実施                             

    計画                             

    実施                             

    計画                             

    実施                             

    計画                             

小  計 実施                             

    実施率                             

集 
 

合 
 

実 
 

技 

系
基
礎
系 

  計画                             

  実施                             

  計画                             

  実施                             

  計画                             

  実施                             

  計画                             

小 計 実施                             

  実施率                             

専 
 

攻 

  計画                             

  実施                             

  計画                             

  実施                             

  計画                             

  実施                             

  計画                             

小 計 実施                             

  実施率                             

分  散  訓  練 

計画                             

実施                             

実施率                             

合    計 

計画                             

実施                             

実施率                             

専門･普通課程のみ（学年ごとに作成） 

２年制、３年制の訓練科の場合は、 

右上余白部分に学年を表示 

※１年制の場合は学年の表示不要 

①事業計画３－１、３－２（１年生） 

②事業計画４－１、４－２（２年生）  

③事業計画５－１、５－２（３年生）  

 

・ 上記①～③に記入した科目について、 

学年別に月ごとの訓練計画時間数を計画欄に記入 

・小計欄、合計欄もあわせて記入 
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   月分訓練計画・実績表 

〔様式６－２〕 
                      

訓練科       系          科  学年           
    日(曜日) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 計 

科目   担当 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 合計 実施率 

普
通
学
科 

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

小計 
  

                                                                  

                                                                  

系
基
礎
学
科 

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

小計   

                                                                  

                                                                  

専
攻
学
科 

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

小計 
  

                                                                  

                                                                  

集
合
実
技 

系
基
礎 

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

小計 
  

                                                                  

                                                                  

専
攻 

    

                                                                  

                                                                  

    

                                                                  

                                                                  

小計 
  

                                                                  

                                                                  

分散実技   

                                                                  

                                                                  

合計 
  

                                                                  

                                                                  

  （注１）計画は、青又は黒で記入し、実施は赤で記入すること。                           

  （注２）団体の場合、分散実技の欄は記入しなくてもよい。                            

専門･普通課程のみ（学年ごとに作成） 

各学年のものを、各月毎に１年分作成 
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〔様式７－１〕 （事業計画７） 

       年度 訓練計画・実績表 

 （総括表）           普通職業訓練（短期課程）（  級技能士コース）            科 

回
数 

コース名 
日程 訓練日数 訓練時間数 訓練生数 

所定労

働時間
内外の

別 

指導員・講師 

補助対象 
持時間数 

補助対象外 
持時間数 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 
修了

者 
学科 実技 学科 実技 

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

    ～ ～               内 外         

  計 ～ ～               内 外         

訓練実施場所が複数の場合は 

（ ）内に実施訓練場所を記入 

・ 当該訓練科で実施する予定の全訓練コースについて

各項目に記入 

・ 通信制の訓練を実施する場合は、スクーリング（面接

指導）の内容を記入してください。 

コースごとに指導員･講師の持時間数の合計を 

補助対象・補助対象外別、学科・実技別に記入 

※実技を 2 名以上の指導員・講師で実施して

いる場合は、持時間の合計が訓練時間数と合

わないので注意 

例） 

■訓練時間(30h)＝学科(24h)＋実技(6h) 

■持時間数 

＝学科は講師 1 名体制で実施 24h  

＋実技は指導員 2 名体制で実施  

6h×2 人＝ 12h  

＝ 36h  

短期課程のみ（訓練科ごとに作成） 
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 〔様式７－２〕                                                               
  （事業計画８） 

 訓練計画・実績表 
    （教程表）              科 
 
   日   数   時 間 数    訓 練 生 数  

 計 画  実 施  計 画  実 施  計 画  実 施  修 了 

   日    日    Ｈ    Ｈ    人    人    人 

  
  日程（月日）             時間数 

出席数 
時 
間 
帯 

計 画 
 

実 績 
区 分 

訓     練     内     容 指導員・講師名 
 

（担当時限） 

実施 確認          

計 画 実 績 計画 実績 計      画 実       施 担当者 

校長   
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～  学 科       

           ～  実 技    （ ）  （ ）  （ ）   
  

  ／ 
 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

 
（注）補助対象団体において、補助対象外の指導員・講師については氏名に○印をつけてください。  上記訓練を実施したことを確認した。 

 （コース名） 

 

 

 

 

 
 （訓練の対象者） 
 
 
 （訓練の目的・内容） 
 

 

校 長 

短期課程のみ（コースの各回数ごとに作成） 
事業計画７に記入した 

コース名と同じ名称を使用 

事業計画７の計画数字

と一致させる 

計画時間を上段に記入 

学科又は実技の該当 

する方に○を付ける 

・記入していない場合 

が多いので注意 

・担当する指導員・講師名を 

すべて記入 

・( )内は、当該指導員・講師の担

当時限を記入 

・補助金交付申請団体は、 

補助金対象外の指導員・講師に○

を付ける。 

行数が足りない場合は、[様式７－３](事業計画

９)（添付省略）に続けて記入してください。 

・最大１日単位でかつ訓練内容ごとに、 

各欄の計画数字等を記入 

（記入例） 

・1 回目…指導員･講師が異なっていても、 

訓練内容が同じ場合はまとめて記入可 

・2･３回目…指導員･講師が同じであっても 

訓練内容が異なる場合は分けて記入 

・通信制の訓練の場合 

スクーリング(面接)の部分についてのみ記入 
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〔様式７－３〕 （事業計画９） 

 訓練計画・実績表 
 
  日程（月日）             時間数 

出席数 
 時 
 間 
 帯 

計 画 
 

実 績 
区 分 

訓     練     内     容 指導員・講師名 
 

（担当時限） 

実施 確認          

計 画 実 績 計画 実績 計      画 実       施 担当者 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～  学 科       

           ～  実 技    （ ）  （ ）  （ ）   

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

  
  ／ 

 
  ／ 

     人     ～ 
 
    ～ 

 学 科 
 
 実 技 

   
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 
 
 （ ） 

 

 
（注）補助対象団体において、補助対象外の指導員・講師については氏名に○印をつけてください。  上記訓練を実施したことを確認した。 校 長 
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〔様式８〕 
 

             訓 練 日 誌                               

     

 校 
 
 長 

  担 
 当 
 者 

  

 
 
  

      年  月  日 （  ） 
天 
 

候 

 
記 
入 
者 

  

学 

年 

 １年      系 
 ２年 
 ３年      科 

 在 
 
 籍 

 
 
    名 

 出 
 
 席 

 
 
    名 

 欠 
 
 席 

 
 
    名 

 遅 
 
 刻 

 
 
    名 

 早 
 
 退 

 
 
    名 

時 

限 

 
  教  科 （科目名） 

 
    訓 練 内 容                 

 
  担当指導員・講師名                   

 
確認 

１ 

    

２ 

    

３ 

    

４ 

    
  

５ 

    

６ 

    

７ 

    

８ 

    

記 

 

 

事 

 

 

※
押
印
任
意(

サ
イ
ン
、
チ
ェ
ッ
ク) 
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〔様式 ９〕 

 （記入例）                       訓  練  生  出 席  簿            （○年 ○月分） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     
        日 
 
       科 
 
         目 
 
 
         単位 
 番 氏      時間 
 号   名 

   ○ 月 ○ 日 ○月×日  
 
  個人別出席率 
 
  出席時間 

 

 

 体 

 

 

 育 

 

 英 

 

 

 語 

測 

定 

器 

 

 材 

 料 

 力 

 学 

 

 製 

 

 

 図 

 生 

 産 

 工 

 学 

 概 

 論 

 集 

 合 

 基 

 本 

 実 

 技 

 

 数 

 

 

 学 

 

 国 

 

 

 語 

                     
個人別出席率 
 出席時間 

 

  × 100 
  訓練時間 

 １  １  ２  １  １  １  ４  ２  ２                     

  1  ○ ○ ○ ○            ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔                      15/15 × 100 = 10

0   2  ○ ○ ○ ○            ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔                      15/15 × 100 = 10

0   3  ○ ○ ○ ○            ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ ✔                      15/15 × 100 = 10

0   4  ○ ○ ○ ○            欠 

 

欠 欠 

 

欠 欠 

 

欠 ✔ ✔ ✔                       8/15 × 100 =  5

3 

 

 

  5  ○ ○ ○ ○            欠 

 

欠 ✔ ✔ ✔ ✔ ✔ 欠 

 

欠    
 

                   9/15 × 100 =  6

0   6                                

  7                                

  8                                

  9                                

 10                                
                                  

 11                                

 12                                

 13                                

 14                                

 15                                

 16                                

 17                                

 18                                

 19                                

 20                                

    計                               

本人の署名か、チェック✔ 

または 

事務局確認によるチェック✔も可とする。 
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〔様式１０－１〕                                                       〔表〕  

              訓 練 生 指 導 要 録 （ 普 通 職 業 訓 練 普 通 課 程 及 び 高 度 職 業 訓 練 専 門 課 程 ）                                                                             
 
  ①   職業訓練   課程 
             系 
             科 

 ②  第    期生                                    
  

 ③ 整理番号  
  

 ④  ふりがな   ⑦ 
 入 
 校 
 等 
 の 
 状 
 況 

入 校                年   月   日  入校 
 

 氏 名         
 
 （変更） 

                ※性別（任意） 
                    
 （               ） 

修 了 等                年   月   日  修了・退校 
  写  真 

退校理由 

 
 

生年月日       年   月   日 生    歳 

 ⑤ 
 
 
  現住所等 

住 所          〒  ⑧ 
 
 勤 
 務 
 先 
 等 

事業所名 
 

電話番号   ☎ 事業主名 
 

（変更） 

 〒 所 在 地          〒 

  ☎ 電話番号   ☎ 

 ⑥ 
 
 緊急連絡先             

氏 名                     本人との関係  ⑨ 
 最 
 終 
 学 
 歴 

学 校 名         
 

住 所          〒 専攻学科 
 

電話番号   ☎ 卒業年月       年   月   日  卒業・中退 

 ⑩ 
 技 能 照 査             

学科試験       年   月   日 実 施  結 果     点（合・否）  修 了 証 書 番 号                  第       号 

実技試験       年   月   日 実 施  結 果     点（合・否）  合格証書交付番号  第       号 

     ⑪ 
 
 
 資格・表彰等 

     

校 長 
 
                

 
 

 

担当者 
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〔様式１０－２〕 〔裏〕 
 
 
 

                                                 
  氏  名                              

              
 
 
 
 訓 
 
 
 練 
 
 
 出 
 
 
 席 
 
 
 時 
 
 
 間 

 
   科 
    目 
 
 
 学 
  年 

  普 通 学 科      系  基  礎  学  科     専 攻 学 科  集合実技  分散実技  
  総 
 
 
 
  計 

 

                           
     

 小 
 
 計 

           
 小 
 
 計 

       
 小 
 
 計 

 系 
 
 基 
 
 礎 

 
 専 
 
 攻 

 系 
 
 基 
 
 礎 

 
 専 
 
 攻 

 
 １ 

計画 
                            

出席 
                            

 
 ２ 

計画 
                            

出席 
                            

 
 ３ 

計画 
                            

出席 
                            

 
 計 

計画 
                            

出席 
                            

 
 試 
 験 
 結 

１ 
                            

２ 
                            

                               果 ３                              

計 
                            

 
 備 
 考 
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〔様式１０－３〕   

             訓 練 生 指 導 要 録 （ 普 通 職 業 訓 練 短 期 課 程 の 一 級 ・ 二 級 ・ 単 一 等 級 技 能 士 コ ー ス ）  
 
  ① 普通職業訓練短期課程                       
 
             科 

 ②  第    期生  

 ③ 整理番号  

  
 ④  ふりがな   ⑦ 

 入 
 校 
 等 
 の 
 状 
 況 

 入 校                年   月   日  入校  

 氏 名         
 
 （変更） 

                ※性別（任意） 
                    
 （               ） 

 修 了 等                年   月   日  修了・退校 
  写  真 

 退校理由 

  

 生年月日       年   月   日 生    歳 

 ⑤ 
 
 
  現住所等 

 住 所          〒  ⑧ 
 
 勤 
 務 
 先 
 等 

 事業所名  

 電話番号   ☎  事業主名  

 （変更）  〒  所 在 地          〒 

  ☎  電話番号   ☎ 

 ⑥ 
 
 緊 急 連 絡 先             

 氏 名                     本人との関係  ⑨ 
 最 
 終 
 学 
 歴 

 学 校 名          

 住 所          〒  専攻学科  

 電話番号   ☎  卒業年月       年   月   日  卒業・中退 

 ⑩ 
 技能士コース 
 修 了 時 試 験             

 試 験 日               年   月   日 実 施  結 果     点（合・否）  修 了 証 書 番 号                  第       号 

 （追試）       年   月   日 実 施  結 果     点（合・否）  合格証書交付番号  第       号 

     ⑪ 
 
 
  備 考         

     

校 長 
 
                

 
 

 
担当者 
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〔様式１１〕 

 

       

 年  月  日 
 
 

 

 

入  校  願 

 

 

 

 

           訓練校長 殿 

 

    私は、貴訓練校に入校したいので申請します。 

 

       科       コース 

 

                   本人 

 

                   住 所                  

 

                   氏 名                  

 

                   生年月日       年  月  日生  

 

                   事業主 

 

                   所在地                  

 

                   名 称                  

 

                   代表者名                 
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〔様式１２〕 

 

    

   年  月  日 
 
 
 
 

 

 

退  校  願 

 

           訓練校長 殿 

 

   下記の理由により、    年  月  日付けをもって、退校するので届け出ます。 

   （理由） 

 

 

                   訓練生 

                               科    年 

 

                   住 所                  

 

                   氏 名                  

  

                   生年月日       年  月  日生  

 

 

                   事業主 

 

                   所在地                  

 

                   名 称                  

 

                   代表者名                 
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〔様式１３〕（修了証書記載例） 

 

  

 

  第      号 

 

修  了  証  書 

 

                      氏  名 東京 太郎 

                      生年月日 昭和○年 1 月 1 日 

 

    上の者は本校において職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）の規定 

   による次の職業訓練を修了したことを証する 

 

    職業訓練の種類    普通職業訓練 

    訓 練 課 程                     普通課程 

    訓 練 科 の 名 称                         機械系 機械加工科 

               （職業能力開発促進法施行規則別表第２によるもの） 

 

    総 訓 練 時 間                      １４００時間 

 

         年  月  日 

 

                職業訓練施設の名称 

                当該施設の長の氏名           印 

 

記載上の注意 

１ 通信の方法により訓練を行った場合にあっては、総訓練時間の欄に当該通信の方法により行った

科目の面接指導時間の合計を「面接指導時間  時間」と記載し、通信の方法以外により行った科

目がある場合は、当該科目の訓練時間の合計を「訓練時間  時間」と併せて記載すること。 

 なお、すべての科目を添削指導のみにより行った場合にあっては、総訓練時間の欄に、その旨を記

載すること。 

２ 普通課程、短期課程（管理監督者コースの訓練及び技能士コースの訓練を除く）及び専門課程に

関し、それぞれ職業能力開発促進法施行規則別表２、第４又は第６に基づいて訓練を行った場合に

あっては、訓練科の名称の欄の（  ）内にその旨を記載すること。 

３ 管理監督者コースの訓練又は技能士コースの訓練を行った場合にあっては、訓練課程の欄にその

旨を記載するとともに、訓練科の名称の欄の（  ）内に職業能力開発促進法施行規則別表３又は

第５第１号から第３号までによる旨を記載すること。 
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〔様式１４〕 

 （例） 

 

 

 

修 了 証 明 書 

 

 

                            課程       科  

 

                      訓練生氏名             

 

                      生年月日    年  月  日生  

 

 

    上記の者は、     年  月  日入校し、    年  月  日 

   所定の課程（    時間）を修了したことを証明します。 

 

 

 

                            年   月   日 

 

 

                認定職業訓練実施団体・事業所 

 

                所 在 地 

 

                団体・事業所名 

 

                代 表 者               印 

 

 

 

                                （    年  月  日 認定番号   ） 

 

                  認定された訓練科の認定年月日、番号とする。 
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〔様式１５〕 

 （例） 

 

 

 

分散訓練実施状況報告書 

 

 

                                科    年  

 

                       訓練生氏名            

 
 
  

 

 系 基 礎 ・ 専 攻  

 

     訓   練   内   容  
計 画  

時 間  

実 施  

時 間  

出 席  

時 間  

 

 ○  

 月  

 分  

系 基 礎 実 技               

    

専 攻 実 技               

    

 ○  

 月  

 分  

系 基 礎 実 技               

    

専 攻 実 技               

    

 ○  

 月  

 分  

系 基 礎 実 技               

    

専 攻 実 技               

    

 

 計  
系 基 礎 実 技               

    

専 攻 実 技               

    

 

   上記の分散訓練について、実施したことを報告します。 

 

          年  月  日 

 

           校長 殿      事業主名               

 

                     指導員名               

 
  



70 

 

〔様式１６〕 

           修 了 証 書 交 付 台 帳                                            

 

 

 

 
 

 

氏   名 生 年 月 日           交付番号 備 考 

 

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

 
       .   . 

  

      
 

       .   . 
  

 
       .   . 

  

 

      年度      職業訓練      課程          科 
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〔様式１７〕 

修了証書兼技能照査合格証書交付台帳 

 

 

 

 
 

 

氏  名 生 年 月 日             
修 了 証 書                 

交付番号 

技 能 照 査 合 格 証                 

交付番号 

技 能 照 査                 

知 事 証 明 番 号                 

 

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

       
 

     .   . 
   

 
     .   . 

   

 
     .   . 

   

      年度     職業訓練    課程       系        科 
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Ⅲ 技能照査関連事務
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技能照査は、規則第 29 条に規定する普通課程及び専門課程の訓練生に対し、技能到達水準

を測定する試験（修了試験に代替も可）のことで、合格者は、「技能士補」と称することがで

き、二級技能士の受験に際し学科試験の免除を受けることができます。 

（1） 目 的 

技能照査を実施し職業訓練水準の公証を行うことにより、訓練生の技能習得意欲の向上

と訓練修了者に対する社会的評価の確立を図ることを目的とします。 

 

（2） 実施者 

実施者は、認定職業訓練を実施する団体・事業所の長であって、規則第 29 条の規定に 

  よる普通課程及び専門課程の訓練を行う者 

 

（3） 対象者 

対象者は、規則第 29 条に規定する普通課程及び専門課程の訓練を受けている者であっ

て、訓練修了時までに、訓練を行うものが定める教科ごとの訓練計画時間の 80 パーセ

ント以上を受講できる見込みがあり、かつ、総訓練計画時間の 80 パーセント以上を受

講できる見込みがある者 

 

（4） 試験実施計画 

① 実施方法 技能照査は、学科試験及び実技試験によって行うこと。 

②  実施時期 訓練修了日前２か月から訓練修了日までの間に実施すること。 

（例）訓練修了日が３月 25 日であれば１月 25 日から３月 25 日までの間 

③ 実施場所 実施場所は、受験者がその技能を十分に発揮しうるとともに、その実施に

公正を保つことができる建物、機械その他の設備を有する場所とすること。 

④ 実施担当者 事業所及び団体においては、試験の運営、試験問題作成等を担当する技   

能照査実施担当者（委員）を置き公正な試験が実施できるようにすること。 

  （例）校長、訓練担当役員、指導員等 

 

（5） 試験問題の作成 

試験問題は、厚生労働省が定める「普通課程の普通職業訓練を受ける者に対する技能照

査の基準の細目」及び「専門課程の高度職業訓練を受ける者に対する技能照査の基準の

細目」に掲げられた全項目にわたり、各項目に示された技能又は知識の水準に達してい

るか否かを判断しうる内容のものとします。 

なお、実技試験については訓練科により細目に掲げられた全項目にわたる実施が困難な

場合には、その一部について実施しなくてもやむを得ないが、この場合にもできる限り

多くの項目を包含するよう配慮し、また、二級技能検定との均衡を図るとともに次の項

目に留意してください。 



74 

 

① 学科試験に関する事項 

ア. 試験問題の形式は、筆記試験で正誤式とすること｡ 

イ. 試験問題の数は、100 問とすること｡ 

ウ. 試験時間は、普通課程にあっては 2 時間程度のもの｡専門課程にあっては４時間程

度のものとすること｡ 

エ. 試験問題の内容は、日常の訓練内容に対応したものであり、採点者の主観的な判断

により評価のなされるようなものは極力避け、客観的な基準による採点が行いうる

ものであること。 

② 実技試験に関する事項 

ア. 形式は、主として製品を製作させ審査する方法等の実技作業によることとするが、

このような方法によることが困難な訓練科については、単に口述、記述にとどまら

ず観察、実験等によって技能習得の程度を的確に評価しうる方法を導入するなど、

適正な評価を行うよう努めること｡ 

イ. 試験問題は、長期観察、実験等による場合を除き、通常、普通課程は、一日で終了

する程度のものとし、専門課程にあっては二日で終了する程度のものとすること。 

ウ. 試験問題の内容は、日常の訓練内容に対応したものであること。 

 

（6） 試験問題等の届出及び審査 

① 訓練実施者は、技能照査を行う前の別に定める日までに（10 月初旬頃）、技能照査試

験問題等届出書〔様式１８－1〕に学科試験問題〔様式１８－２〕及び実技試験問題

〔様式１８－３〕を添付して産業労働局 雇用就業部 能力開発課 認定訓練担当に提

出すること。 

② 届け出された試験問題について適否の審査を行い、その結果を届出者に通知する（11

月中旬頃）。 

③ 試験問題について指導を受けたものについては、その指導に従った試験問題で実施

し、原則、加筆訂正等しないこと。 

なお、指導を受けた場合は、試験問題を訂正したものを試験実施日の 1 か月前までに

必ず管轄職業能力開発センターに提出すること。   

④ 訓練実施者は、試験実施予定の１か月前までに技能照査実施届出書〔様式１９－1〕

に出席状況連名簿〔様式１９－２〕及び試験問題を添付して、管轄職業能力開発セン

ターに提出すること。 

 

（7） 試験問題等の管理 

実施者は、試験の公正を保つため、実技問題の性質上受験者にあらかじめその内容を示

す必要のある場合を除き、試験問題が漏れることのないよう試験問題及び試験場等の管

理に十分注意してください。 
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また、試験終了後、必ず試験問題を回収してください。 

 

（8） 試験の実施 

訓練実施者は、試験の実施、採点及び合格判定にあたり不正な行為が行われることのな

いよう十分注意しなければなりません。 

公共交通機関の遅延・運休等による、試験実施の可否や開始時間の変更等の判断は、団

体が行ってください。 

なお、試験当日、管轄の職業能力開発センターの担当者が立ち会い、適正に実施してい

ることの確認を行います。 

 

（9） 合否判定の基準 

合格者は、学科、実技、ともに満点の 60％以上の者とします。 

 

（10） 採点方法 

学科試験には、正答による得点から誤答数の２分の１減点法（正答 1 点、誤答－０.５

点、無回答０点）を用い、実技試験については、それぞれの訓練校において訓練科ごと

に定めた採点基準要領によるものとします。 

学科採点例）正答 ７０問→ ７０点 （７０問×１点） 

 誤答 １２問→ －６点 （１２問×－０.５点） 

 無回答 １８問→ ０点 （１８問×０点） 

採点はダブルチェック等を行い、間違いのないようにしてください。 

 

（11） 合格証書の交付及び届出 

実施者は、技能照査の合格者に対し、技能照査合格証書〔様式 21〕を交付しなければ 

なりません。その際に、産業労働局 雇用就業部 能力開発課 認定訓練担当へご連絡い

ただき、知事証明番号を取得してください。〔様式 20-3、21 で使用〕 

実施後、遅くとも合格証書交付日の 2 週間前までに、合格者に関する氏名・生年月日・

訓練科名・合格証書年月日について認定訓練担当に提出してください。 

なお、合格者が多数の場合は証明に時間を要するため、合格者が確定次第、直ちに提出

してください。 

〔様式 20-1、20-2、20-3、21〕 

 

（12） 東京都知事による証明 

都知事は、実施者の申請に基づき、当該訓練に係る技能照査が的確に行われたものと認

められる場合は、合格証書を発行します。〔様式 21〕 

（13） 不合格者に対する追試験等 

合計 ６４点 
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① 不合格者に対する追試験は原則として行いません。 

ただし、試験当日に不測の事故により受験ができなかった者、又は試験中途において

不測の事故により試験を放棄せざるをえなかった者については追試験を行っても差し

つかえありません。 

② 追試験は、原則として訓練修了前に行わねばなりませんが、災害、疾病等やむを得な

い事情がある場合には訓練修了後に行っても差しつかえありません。 

③ 追試験の試験問題等の届出については、届け出た問題の中から作成し、立合日程を管

轄の職業能力開発センターと打ち合わせの上、実施届出書と追試問題を実施前に管轄

職業能力開発センターに提出してください。 

 

（14） 修了試験との関連 

訓練校の長は、この技能照査を修了試験とみなすことができます。 

なお、この場合、技能照査不合格者は、未修了となりますが、別に修了試験を実施し合

格している場合はこの限りではありません。 

 

（15） 合格証書の取消し 

 技能照査合格後であっても、認定職業訓練を修了できなかった者については、技能照 

 査の合格を取り消さなければなりません。 

 

（16） 合格証書の再交付 

合格証書の交付を受けた者は、合格証書を紛失・焼失又は氏名を変更したときは訓練校

の長を通じて合格証書の再交付を申請することができます。 

訓練校の長は、産業労働局 雇用就業部 能力開発課 認定訓練担当に再発行する合格証

書に記載する日付と都の証明番号を確認のうえ、必要書類を添付し、再証明を申請して

ください。 

 

■再発行に必要な書類（◎新規作成、〇過去に提出したもの） 

〇技能照査合格判定結果連名簿〔様式 20-2〕 

〇技能照査合格証明申請者名簿〔様式 20-3〕 

◎技能照査合格証書再証明申請書〔様式 22〕 

◎様式 22 の付属資料として本人からの再証明願（様式なし） 

 宛先（団体・事業所宛）・日付・氏名・生年月日・訓練科名・事由 

◎合格証書〔様式 21〕 

 ・日付：指示された日付 

・合格証書交付番号（訓練校における発行番号）：再〇〇号 

・証明番号（都の証明番号）：再〇〇号  
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（17） 事務の流れ 

 

 認 定 訓 練 実 施 校  東 京 都 

１ 
技能照査試験問題作成 

（様式 18-1,18-2,18-3） 

10 月初旬までに届出 産業労働局雇用就業部 

能力開発課 

２ 試験問題印刷 

11 月中旬に通知 

試験問題審査結果通知 

３ 

技能照査実施届出書 

出席状況連名簿 

（様式 19-1,19-2）  

及び試験問題 

試験実施１か月前 
までに提出 訓練校を管轄する 

職業能力開発センター 

４ 
技能照査実施   

（学科・実技・採点） 

 管轄職業能力開発センター
等の立ち会い 

５ 合格証明番号問い合わせ  産業労働局雇用就業部 
能力開発課 

６ 

技能照査合格証明申請書等 

技能照査合格証書作成     

(様式 20-1,20-2,20-3,21) 

 

 
証明番号通知 

７ 

技能照査合格証明申請書等 

技能照査合格証書提出  

(様式 20-1,20-2,20-3,21) 

 

 
交付予定日の 

２週間前までに提出 

産業労働局雇用就業部 
能力開発課 

８ 訓練生に交付 
 

知事証明 
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〔様式 18－１〕 

技能照査試験問題等届出書 

 

 

職業能力開発促進法第 21 条の規定に基づき技能照査を実施するので、下記のとおり届け出ま

す。 

 

      年  月  日 

 

 

 

事業所又は団体名 

代 表 者 名                   

 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

記 

 

１ 試 験 科 名              系              科 

２ 試 験 問 題 等 

別添のとおり（学科・実技の問題、解答、採点基準要領） 

３ 合否判定の基準 

学科・実技それぞれについて次のとおり合格点に達した者を合格とする。 

 

 

区  分 満  点 合 格 点 採 点 方 法 

学 科 １００ ６０ ２分の１減点法 

実 技 １００ ６０  

 

 

 

１ 提出部数 1 部 

２ 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 
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〔様式 18－２〕 

    年度 技能照査学科試験問題 

 

訓練科名       系         科 

 

 

本試験問題（100 題） 

番号 「正」 問  題 「誤」 問  題 

１ 
  

 
  

 
  

   

100 
  

 

予備試験問題（10 題） 

番号 「正」 問  題 「誤」 問  題 

１   

   

   

   

10   

 

１ 用紙は、A４サイズ横書き左とじを原則とし、各用紙の最下部中央にページを付すこと。 

２ 用紙には、団体名・事業所名は入れないこと。 

３ 提出にあたっては、本試験問題と予備試験問題を併せて提出すること。 

４ 予備試験問題作成については、各科目から出すようにすること。 

５ 提出部数 2 部 

６ 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 
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〔様式 18－３〕 

 

    年度 技能照査実技試験問題 

 

 

訓 練 科 名         系          科 

 

 

 

１ 実技試験問題 

 

 

 

２ 工具一覧表 

 

 

 

３ 採点要領 

 

 

 

４ 採点基準 

 

 

 

５ その他 

 

 

 

１ 用紙は、A４サイズ横書き左とじを原則とし、各用紙の最下部中央にページを付すこと。 

２ 用紙には、団体名・事業所名は入れないこと。 

３ 提出部数 2 部 

４ 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課
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〔様式 19－1〕 

技 能 照 査 実 施 届 出 書 
 

職業能力開発促進法第２１条の規定に基づき技能照査を実施するので届け出ます。 

 

       年  月  日 

 

  事業所又は団体名 

代 表 者 名               

 

東 京 都 知 事 殿 

 

記 

 

 

１ 訓 練 科 名          系              科 

２ 合格判定の基準 

学科・実技それぞれについて次のとおり合格点に達した者を合格とする。 

区 分 満  点 合 格 点 採 点 方 法 

学 科 １００ ６０ ２分の１減点法 

実 技 １００ ６０  

３ 実施予定年月日 

  学 科      年  月  日   時  分から  時  分まで 

  実 技      年  月  日   時  分から  時  分まで 

４ 実施予定場所 

学 科 

実 技 

５ 受験予定者数          名 

 

１ 提出部数 ２部（データ提出の場合除く） 

２ 提 出 先 訓練校を管轄する職業能力開発センター 
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〔様式 20－1〕 

 

 

技能照査合格証明申請書 
 

 このことについて、別添名簿記載の者について、職業能力開発促進法施行規則第 35 条の

三第２項による証明を受けたいので、技能照査合格証書を添えて申請いたします。 
  

     年  月  日 

           事業所又は団体名 

代 表 者 名                         

 

 

東 京 都 知 事 殿 

 

記 

 

１ 証明申請者数 
 
 

訓 練 科 名   証 明 申 請 者 数  
 

         系          科          人  

 

 

２ 技能照査実施年月日 

  学 科      年  月  日   時  分から  時  分まで 

  実 技      年  月  日   時  分から  時  分まで 

 

３ 実施場所 

  学 科 

  実 技 

 

４ 合格証書交付年月日 

                年  月  日 

 
１ 提出部数 １部 

２ 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 
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〔様式 20－２〕 
 

    年度 技能照査合格判定結果連名簿 
 
 

事業所・団体名                   
 
 
   

   訓 練 科 名 
 

 

            系           科 

 

学 
 

科 

満 
点  １００ 

 

実 
 

技 

 満 
 点  １００ 

 

合 
格   ６０ 

 合 
 格   ６０ 

受 験 予 定 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 

             名               名               名 

 
 
 

番号 氏   名 学 科 実 技 合 否 備 考 
 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

              

      

      

 

 １ 提出部数 １部 

 ２ 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 

 [様式１９－２]出席状況連名簿に記載した訓練生を 

すべて記載してください。 

 [様式１９－２]の提出後、退職・欠席などの理由により受

験しなかった場合は、備考欄に理由を記載してください。 
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〔様式 20－３〕 

 

    年度 技能照査合格証明申請者名簿 
 

 

事業所・団体名               
 
 
 合 格 証 書 

交 付 番 号 
氏   名 生 年 月 日 訓 練 科 名 証 明 番 号 

 

 
         .   . 

  

          .   .   

          .   .   

 
         .   . 

  

          .   .   

          .   .   

          .   .   

          .   .   

          .   .   

          .   .   

          .   .   

          .   .   

          .   .   

                .   .    

          .   .   

 
         .   . 

  

          .   .   

 

１ 合格証書交付番号欄には、訓練校における発行番号、証明番号欄には都の証明番号を記入

すること。 

２ 提出部数 １部 

３ 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 



86 

 

〔様式 21〕記載例 

 

第○○○号 

 

技 能 照 査 合 格 証 書 
 

普通課程の普通職業訓練 

機 械 系 機械加工科 標 

 

 

能  力  太  郎    

昭和○年○月○日 生  

 

 職業能力開発促進法第 21 条の規定による技能照査に合格したのでここに合格証書を授与

し技能士補であることを証する。 

 

  年  月  日 

 

職業訓練法人 ○○職業訓練協会 

会  長  甲 野 乙 男 印 

 

第○○○号 

 

上の技能照査は職業能力開発促進法第 21 条の規定に従い的確に行われたものであること

を証明する。 

 

  年  月  日 

東 京 都 知 事 氏     名   印 

（注）１ 施行規則別表第２、第６又は第７により行われた訓練科については、訓練科名の次

に 標 と表示すること。 

２ 用紙は、日本産業規格Ａ列４番とすること。 

知事名の後に必要な押印スペースを

確保してください。「知事印」の大き

さは一辺約 30 ミリの正方形です。事

印 
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〔様式 22〕 

 

技能照査合格証書再証明申請書 
 

 

 職業能力開発促進法第２１条の規定に基づき    年  月  日に実施した技能照査の

合格者に、〔氏名変更・紛失・焼失〕の理由により、下記のとおり合格証書を再交付しますので

再証明願います。 

 

       年  月  日 

 

 

 

事業所又は団体名 

代 表 者 名              

 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

記 

 

 １ 氏 名          〔旧氏名         〕 

 

 ２ 生 年 月 日     年   月   日 

 

 ３ 訓 練 科 名           系          科 

 

 ４ 旧証明番号          号 

 

 ５ 再交付番号    再     号 

 

 

 １ 本人からの再証明願（申請理由は、具体的に記載されたもの） 

   合格判定結果連名簿及び申請者名簿の写しを添付すること。（様式 20-2、20-3） 

 ２ 再合格証書の作成は、交付番号と証明番号の頭に再と記載すること。 

 ３ 提出部数 １部 

 ４ 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 
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Ⅳ 一級・二級・単一等級 

技能士コース修了時試験関係事務
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一・二級及び単一等級（以下「一・二級等」という。）技能士コース短期課程の修了時試験

は、各訓練科に相当する一・二級等技能検定の学科試験と同程度の知識を有するか否かを判定

する試験で、合格者は、一・二級等技能検定の受験に際し学科試験の免除を受けることができ

ます。 

 

（1） 実 施 者 

実施者は、認定職業訓練を実施する団体・事業所の長であって、一・二級等技能士コー

ス短期課程の訓練（規則別表第５第１・２・３号に定める訓練時間以上のもの）を行う者 

 

（2） 対 象 者 

対象者は、一・二級等技能士コース短期課程の訓練を受けている者であって、訓練修了

時までに、集合訓練による訓練の場合は、全訓練計画の 80％パーセント以上を受講し、

通信制訓練の場合は、全ての設問解答、添削指導を受け、面接指導時間の 80％パーセン

ト以上を受講した者 

 

（3） 試験実施計画 

① 実施方法：修了時試験は、学科試験によって行ってください。 

② 実施時期：訓練最終日に実施してください。 

 

（4） 試験問題の作成等 

① 試験問題の形式は，筆記試験で正誤式とすること。 

② 試験問題の数は、100 問とすること。 

③ 配点は、原則として 100 点満点とすること。 

④ 試験時間は、２時間とすること。 

 

（5） 試験問題の届出及び審査 

  次のとおり、届出を行ってください。 

① 訓練実施者は、修了時試験を行うとする日の２か月前までに修了時試験問題届出書 

〔様式 23－１〕、学科試験問題〔様式 23－2〕及び修了時試験実施届出書〔様式 24〕

を添付して 産業労働局 雇用就業部 能力開発課 認定訓練担当に提出すること。 

② 届け出された試験問題について適否の審査を行い、その結果を試験実施予定日の７日

前までに届出者に通知する。 

③ 試験問題について指導を受けたものについては、その指導に従った試験問題で実施
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し、原則、加筆訂正等しないこと。 

なお、指導を受けた場合は、試験問題を訂正したものを試験実施日の２週間前までに

必ず管轄職業能力開発センターに提出すること。 

 

（6） 試験問題等の管理 

実施者は､試験の公正を保つため、試験問題が漏れることのないよう、試験問題及び試

験場等の管理に十分注意してください。 

なお、試験終了後、必ず試験問題を回収してください。 

 

（7） 試験の実施 

訓練実施者は、試験の実施に際しての監督、採点及び合格判定にあたり不正な行為が行  

われることのないよう十分注意しなければなりません。 

公共交通機関の遅延・運休等による、試験実施の可否や開始時間の変更等の判断は、団

体が行ってください。 

なお、試験当日、管轄の職業能力開発センターの担当者が立ち会い、適正に実施してい

ることの確認を行います。 

 

（8） 合格判定の基準 

合格者は、65 点以上の者です。 

 

（9） 採点方法 

正答数のみ加点する得点方式により行ってください。 

 

（10） 修了証書の交付及び届出（法 22 条・26 条の 2） 

実施者は、修了時試験の合格者に対し、修了証書を交付しなければなりません。その際

に、産業労働局 雇用就業部 能力開発課 認定訓練担当へご連絡いただき、知事証明番

号を取得してください。〔様式 27-1、27-2 で使用〕 

実施後、遅くとも修了証書交付日の 2 週間前までに、合格者に関する氏名、生年月日、 

実施科名、修了証書交付年月日について認定訓練担当に提出してください。 

なお、合格者が多数の場合は証明に時間を要するため、合格者が確定次第、直ちに提出

してください。 

〔様式 25、26、27-1、27-2〕 
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（11） 東京都知事による証明 

都知事は、実施者の申請に基づき当該訓練に係る修了時試験が的確に行われたものと認

められる場合は、修了証書を発行します。〔様式 27－2〕 

 

（12） 不合格に対する再指導及び追試験 

訓練実施者は、修了時試験において不合格になった者及びやむを得ず試験を受けられな

かった者に対して追試験を行うことができます。 

なお、不合格者には、受講者の質、修了時試験の得点などを考慮して、必要な教科につ

いて最低 12 時間以上補講し、再指導してください。 

再指導後は、上記８に示す手続きにより修了時試験の追試験を行うことができます。 

 

（13） 修了証書の再交付〔様式 28〕 

修了証書の交付を受けた者は、修了証書を紛失・焼失又は氏名を変更したときは訓練校

の長を通じて修了証書の再交付を申請することができます。 

訓練校の長は、産業労働局 雇用就業部 能力開発課 認定訓練担当に再発行する修了証

書に記載する日付と都の証明番号を確認のうえ、必要書類を添付し、再証明を申請して

ください。 

 

■再発行に必要な書類（◎新規作成、〇過去に提出したもの） 

〇修了時試験合格判定結果連名簿〔様式 26〕 

〇一級・二級・単一等級技能士コースの短期課程の普通職業訓練の修了者名簿 

〔様式 27-1〕 

◎一級・二級・単一等級技能士コース短期課程の普通職業訓練修了証書再証明申請書

〔様式 28〕 

◎様式 28 の付属資料として本人からの再証明願（様式なし） 

 宛先（団体・事業所宛）・日付・氏名・生年月日・訓練科名・事由 

◎修了証書〔様式 27-2〕 

 ・日付：指示された日付 

・修了証書交付番号（訓練校における発行番号）：再〇〇号 

・証明番号（都の証明番号）：再〇〇号 
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（14） 事務の流れ 

 認 定 訓 練 実 施 校  東 京 都 

１ 

技能士コース修了時試験問題

届出書及び修了時試験問題の

提出（様式 23－1・23－2） 

試験実施２か月前 

までに提出 産業労働局雇用就業部 

能力開発課 

２ 試験問題印刷 
 

試験問題審査結果通知 

３ 
技能士コース修了時試験実施

届出書の提出（様式 24） 

 訓練校を管轄する 

職業能力開発センター 

４ 試験問題を修了時試験実施２週間前までに管轄職業能力開発センターへ送付 

５ 修了時試験実施（採点） 
 管轄職業能力開発センター

等の立ち会い 

６ 修了証明書番号問合せ  産業労働局雇用就業部 
能力開発課 

７ 修了証書作成 
 

証明番号通知 

８ 

修了証書交付届出書証明申請

書等及び修了証明書の提出 

（様式 25・26・27-1・27-2） 

 

 
交付予定日の 

２週間前までに提出 

産業労働局雇用就業部 
能力開発課 

９ 訓練生に交付 
 

知事証明 
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〔様式 23-1〕 

 

 

一級・二級・単一等級技能士コースの短期課程の 

普 通 職 業 訓 練 の 修 了 時 試 験 問 題 届 出 書 

 

 

 職業能力開発促進法の規定に基づく一級・二級・単一等級技能士コースの短期課程の普通職

業訓練の修了時試験を実施するので下記のとおり届け出ます。 

 

 

         年  月  日 

 

 

                事業所又は団体名 

                代 表 者 名           

事務担当者名 

電話： 

 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

記 

 

 

 １ 試験科名              科 

 

 ２ 試 験 問 題 

別添のとおり（学科・解答） 

 

 ３ 合格判定の基準  
 
 

  区  分  満  点  合 格 点  採  点  方  法  
 

  学  科    １ ０ ０  ６ ５  得点 方 式  

 

 

 ４ 試験実施予定日         年  月  日 

 

 

 1 提出部数 １部 

 2 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 

該当するコースのみ〇で囲うか 

該当コースのみに変更して提出してください。 
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〔様式 23－２〕 
 

一級・二級・単一等級技能士コース短期課程の 
普 通 職 業 訓 練 の 修 了 時 試 験 問 題 

 

訓 練 科 名          

本試験問題 
 

 

 番  号  問        題  正  誤  

 
１   

 

  
 

 １ ０ ０   
 

 

追試験問題 
 

 

 番  号  問        題  正  誤  

 
 １    

   

 １ ０ ０    

 

予備問題 
 

 

 番  号  問        題  正  誤  

 
 １    

   

 １ ０    

 

 

1 用紙は、Ａ４サイズ横書き左とじを原則とし、各用紙の最下部中央にページを付すこと。 

2 用紙には、団体名・事業所名を記入しないこと。 

3 提出は、「本試験」、「追試験」、「予備問題」を併せて提出すること。 

4 予備試験問題作成については、各科目から出すようにすること。 

5 提出部数 ２部 

6 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 
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〔様式 24〕 

 

      年度 
 
 

一 級 ・ 二 級 ・ 単 一 等 級 技 能 士 コ ー ス 短 期 課 程 の  

普 通 職 業 訓 練 の 修 了 時 試 験 実 施 届 出 書 

 

 職 業 能 力 開 発 促 進 法 の 規 定 に 基 づ く 一 級 ・ 二 級 ・ 単 一 等 級 技 能 士 コ ー ス の 短

期 課 程 の 普 通 職 業 訓 練 の 修 了 時 試 験 を 実 施 す る の で 下 記 の と お り 届 け 出 ま す 。  

 

       年  月  日 

 

 

事業所又は団体名 

代 表 者 名           

 

 

  東 京 都 知 事  殿 

 

記 

 

１ 合 否 判 定 の 基 準  採点方法（得点方式）により、１００点満点で６５点 

  以上の者を合格とする。 

２ 試 験 実 施 予 定 年 月 日         年   月   日（  ） 

３ 試 験 実 施 時 間       時  分  ～  時  分まで 

４ 試 験 実 施 場 所                       

５ 試 験 実 施 訓 練 科 名                     科 

６ 受 験 人 員               人 

７ 修 了 予 定 年 月 日        年   月   日（  ） 

 

 
 1 提出部数 ２部(データ提出の場合除く) 

 2 提 出 先 訓練校を管轄する職業能力開発センター 
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〔様式 25〕 
 
 

     年度 

 
一 級 ・ 二 級 ・ 単 一 等 級 技 能 士 コ ー ス の 短 期 課 程 の  

普通職業訓練の修了証書交付届出書及び証明申請書 

 

 

 

 職業能力開発促進法の規定に基づく一級・二級・単一等級技能士コースの短期課程の普通職

業訓練を実施し、別紙修了者名簿に掲げる者に修了証書を交付するので届け出ます。 

 なお、今回の当該訓練に係る修了時試験が、的確に行われたものであることを証明願いたく

あわせて申請します。 

 

 

       年  月  日 

 

                事業所又は団体名 

                代 表 者 名           

 

 

  東 京 都 知 事  殿 

 

 

記 

 

 １ 訓練実施状況 
 

 
訓 練 科 名 受 験 予 定 者 数  受 験 者 数  合 格 者 数  

 

          科       名       名       名  

 

 

 ２ 試 験 実 施 年 月 日        年   月   日（  ） 

３ 試 験 実 施 時 間     時  分   ～   時  分まで 

４ 試 験 実 施 場 所                      

 ５ 修了証書交付予定年月日      年   月   日（  ） 

 

 

 1 提出部数 １部 

 2 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 
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〔様式 26〕 
 
       年度 
 

一級・二級・単一等級技能士コースの短期課程の 
普通職業訓練の修了時試験合格者判定結果連名簿 

 
                事業所・団体名                 

 

 

訓 練 科 名            科 
 満 

 点 
１００点 

 合 

 格 
６５点 

 
受 験 予 定 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 

名  名  名  

 
 
 

番 号  氏     名 得  点 合  否 備  考 

 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 
 1 提出部数 １部 
 2 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 
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〔様式 27－１〕 
 
       年度 
 
 

一級・二級・単一等級技能士コースの短期課程の普通職業訓練の修了者名簿 
 

                 事業所・団体名               
 

   訓 練 科 名              科 満 点 １００点 合格点 ６５点  

  

 

修了証書 
交付番号 氏   名 生 年 月 日 

出 席 状 況 試験 
点数 

証明番号 

 

基準時間 出席時間 出席率 

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

        .   .      

 
 

1 修了証書交付番号欄には、訓練校における発行番号、証明番号欄には都の証明番号を記入する 
こと。 

 2 提出部数 １部 
 3 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課
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〔様式 27－２〕 

 

（修了証書記載例） 

 

第   号 

 

修 了 証 書 
 

 

                  氏  名  東 京  花 子 

                  生年月日 昭和○年○月○日生 

 

 上の者は本校において職業能力開発促進法の規定による（一級・二級・単一

等級）技能士コース短期課程（総訓練時間○○時間）○○○○科の普職業訓練

（施行規則別表第五第一～三号）を修了したことを証する。 

 

 

           年  月  日 

 

例１ 事業所又は団体の名称 

          事業主の氏名又は団体の代表者名          印 

例２ 訓練施設の名称及び 

当該訓練施設の長の氏名            印 

 

第   号 

 

上の（一級・二級・単一等級）技能士コース短期課程○○○科の普通職業訓練

に係る修了時試験は的確に行われたものであることを証明する。 

 

        年  月  日 

 

  

                  東 京 都 知 事○○○○○  印  

 

 

《記載上の注意事項》通信の方法により訓練を行った場合にあっては、当該通信の方法により

行った科目の面接指導時間の合計を「面接指導時間○○時間」と記載する。

知事名の後に必要な押印スペースを

確保してください。「知事印」の大き

さは一辺約 30 ミリの正方形です。事

印 
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〔様式 28〕 

 

 

一 級 ・ 二 級 ・ 単 一 等 級 技 能 士 コ ー ス 短 期 

課程の普通職業訓練修了証書再証明申請書 

 

 

 職業能力開発促進法の規定に基づき    年  月に実施した修了時試験の合格者に〔氏

名変更・紛失・焼失〕の理由により、下記のとおり修了証書を再交付しますので再証明願いま

す。 

 

 

        年  月  日 

 

 

事業所又は団体名 

代 表 者 名                

 

 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

記 

 

１ 氏   名           〔旧氏名         〕 

２ 生 年 月 日 

３ 訓 練 科 名               科 

４ 旧 証 明 番 号               号 

５ 再 交 付         再     号 

 

 

 1 本人からの再証明願（申請理由は具体的に記載されたもの）及び 

証 明 等 〔 合 格 判 定 結 果 連 名 簿 及 び 修 了 者 名 簿 の 写 し （ 訓 練 校 ）〕 を 添 付 す る 。  

2 氏名変更がある場合は、変更が確認できる住民票等を添付する。 

 3 再修了証書の作成は、交付番号と証明番号の頭に再と記載すること。 

4 提出部数 １部 

 5 提 出 先 産業労働局雇用就業部能力開発課 
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